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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，

海水貯留堰が地震後の繰返しの襲来を想定した津波荷重，余震及び漂流物の衝突を考慮した荷重

に対し，主要な構造部材の構造健全性を保持すること及び主要な構造体の境界部に設置する部材

が有意な漏えいを生じない変形に留まることを確認するものである。 

強度計算に当たっては，基準津波による津波荷重を考慮した評価を実施する。 

 ここで，余震とは，津波と組み合わせる地震のことであり，Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」及び補足「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資

料 1.1 地震と津波の組合せで考慮する荷重について」に示すとおり，Ｓｄ－１を用いる。

（以下，Ｓｄ－１という。） 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

海水貯留堰の位置図を図 2.3－2－1に示す。 

 

 

 

図 2.3－2－1(1) 海水貯留堰の位置図（全体平面図） 

 

 

図 2.3－2－1(2) 海水貯留堰の位置図（拡大図） 

  

海水貯留堰

（単位：mm）

海水貯留堰 
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2.2 構造概要 

海水貯留堰の平面図を図 2.3－2－2，標準図を図 2.3－2－3に示す。 

海水貯留堰は，その機能及び目的から海水貯留堰本体及び取水護岸接続部に区分され，この

うち海水貯留堰本体は鋼管矢板と鋼管矢板同士を接続する鋼管矢板継手，取水護岸接続部は止

水ゴム及び止水ゴム取付部鋼材より構成される。また，海水貯留堰には，海水による腐食防止

のため，電気防食を施されている。取水護岸は，海水貯留堰の間接支持構造物であり，前面鋼

矢板より構成される。また，前面鋼矢板には，海水による腐食防止のため，電気防食が施され

ている。 

鋼管矢板は，φ1100mm の炭素鋼鋼管であり，全 122 本の鋼管矢板を連続的に打設すること

により堰形状を構成する。鋼管矢板は，下端を十分な支持性能を有する古安田層もしくは西山

層に支持される。天端は，原子炉補機冷却海水ポンプの取水に必要な水量を確保するため，海

底地盤レベル T.M.S.L.－5.5m に対して天端高さを T.M.S.L.－3.5m としており，約 2m の堰高

さを有する。海水貯留堰の寸法は，約 92m×約 40m である。 

 

 

図 2.3－2－2(1) 海水貯留堰の平面図 
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Ａ部（取水護岸接続部）
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図 2.3－2－2(2) 海水貯留堰の平面図（Ａ部拡大） 

 

 

(a) Ａ－Ａ断面図 (b) Ｂ－Ｂ断面図 

 

(c) 鋼管矢板継手部平面図 

（単位：mm） 

図 2.3－2－3 海水貯留堰の標準図 

  

海水貯留堰 
海水貯留堰 

鋼管矢板（SKY490） 

φ1100mm，t＝14mm 

鋼管矢板継手 

止水ゴム 

止水ゴム 

取付部鋼材（SM490） 

【海水貯留堰】 

 （海水貯留堰本体） 

  鋼管矢板 

 

【取水護岸接続部】 

  止水ゴム 

  止水ゴム取付部鋼材 

 

【既設構造物】 

  前面鋼矢板 

凡例 
鋼管矢板（SKY490） 

φ1100mm，t＝14mm 

前面鋼矢板（SP－Ⅳ型 SY295） 

取水護岸 

前面鋼矢板 

（SP－Ⅳ型 SY295） 
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2.3 評価方針 

2.3.1 概要 

海水貯留堰は，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設である浸水防護施設及び非

常用取水設備である屋外重要土木構造物に，重大事故等対処施設においては，常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

海水貯留堰の強度評価は，Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針 4.1 荷重及び荷重の組合せ 及び 4.2 許容限界」において設定している荷重及び荷

重の組合せ，並びに許容限界を踏まえて実施する。強度評価では，「3. 強度評価方法」

に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，「5. 強度評価結

果」より，海水貯留堰の評価対象部位に作用する応力等が許容限界以下であることを確認

する。 

海水貯留堰の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震荷重の作用方向や

伝達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，

津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に伴う荷重と余震に伴う荷重

作用時（以下「重畳時」という。）について行う。 

海水貯留堰の耐津波設計における要求機能と設計評価方針を表 2.3－2－1 に，評価項目

を表 2.3－2－2に示す。 

海水貯留堰の強度評価は，設計基準対象施設として表 2.3－2－2 の海水貯留堰の評価項

目に示すとおり，構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を実施することにより，構造強度を有す

ること及び止水性を損なわないことを確認する。 

構造部材の健全性評価については，構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確

認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，海水貯留堰の鋼管矢板が 1 列に並んでいる構造で

あることから，津波荷重による接地圧への影響がほぼないこと及び重畳時の余震荷重より

も地震時の地震荷重の方が接地圧への影響が大きいことを考慮して，耐震計算書において

実施する。 

構造物の変形性評価については，止水ゴムの変形量を算定し，有意な漏えいが生じない

ことを確認した許容限界以下であることを確認する。 

構造部材の健全性評価のうち津波時の検討では，2 次元静的フレーム解析における地盤

ばねの剛性を考慮した検討を実施し，構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確

認する。また，重畳時の検討では，1次元有効応力解析から地盤ばねの剛性を考慮した2次

元静的フレーム解析を実施し，構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確認する

とともに，地盤物性のばらつきの影響評価を実施する。 

海水貯留堰の強度評価フローを図 2.3－2－4に示す。 

なお，重畳時の評価における入力地震動は解放基盤表面で定義される余震（Ｓｄ－１）

を 1 次元波動論により地震応答解析モデル底面位置で評価したものを用いる。 
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表 2.3－2－1 海水貯留堰の耐津波設計における要求機能と設計評価方針 

（津波防護施設） 

資料 
その他発電用原子炉の 

付属設備（浸水防護施設） 
Ⅴ-1-1-3-2-5「津波防護に関する施設の設計方針」 Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」 

施設名 基本設計方針 要求機能 

機能設計 構造強度設計 

設計に用いる許容限界 
性能目標 機能設計方針 性能目標 構造強度設計（評価方針） 評価対象部位 

機能損傷モード 

応力等の状態 限界状態 

海水 

貯留堰 

【1.4.1 設計方針】 

津波防護施設については，｢1.2 

入力津波の設定｣で設定している

繰返しの襲来を想定した入力津

波に対して，津波防護対象設備

の要求される機能を損なうおそ

れがないよう以下の機能を満足

する設計とする。 

【1.4.1(1) 津波防護施設】 

津波防護施設は，漏水を防止す

る設計とする。 

【1.4.1(1) 津波防護施設】 

津波防護施設として設置する海

水貯留堰については，津波によ

る水位低下に対して，原子炉補

機冷却海水ポンプ等の取水可能

水位を保持し，かつ，冷却に必

要な海水を確保する設計とす

る。 

主要な構造体の境界部には，想

定される荷重の作用及び相対変

位を考慮し，試験等にて止水性

を確認した止水ゴム等を設置

し，止水処置を講じる設計とす

る。 

【1.4.2 荷重の組合せ及び許容

限界】 

自然条件（積雪，風荷重）及び

余震として考えられる地震に加

え，漂流物による荷重を考慮す

る。 

津波防 護施 設

は，繰返しの襲

来を想定した入

力津波に対し，

余震，漂流物の

衝突及び積雪を

考慮した場合に

おいても，津波

防護対 象設 備

が，要求される

機能を損なうお

それが ない よ

う，津波による

漏水を防止する

ことが要求され

る。 

海水貯留堰は，地震

後の繰返しの襲来を

想定した遡上波に対

し，余震，漂流物の

衝突及び積雪を考慮

した場合において

も，津波による水位

低下に対して原子炉

補機冷却海水ポンプ

等が取水可能な高さ

以上の施工により，

原子炉補機冷却海水

ポンプ等の機能が保

持でき，かつ，原子

炉冷却に必要な海水

を確保できることを

機能設計上の性能目

標とする。 

海水貯留堰は，地震後の

繰返しの襲来を想定した

遡上波に対し，余震，漂

流物の衝突及び積雪を考

慮した場合においても，

原子炉補機冷却海水ポン

プ等の取水に必要な高さ

及び原子炉冷却に必要な

貯留量を考慮した天端高

さ T.M.S.L. － 3.5m と

し，取水口前面の海中に

設置する設計とする。 

海水貯留堰は，鋼製の鋼

管矢板を古安田層中の粘

性土もしくは西山層で支

持し，海水を貯留する設

計とする。 

鋼管矢板同士の接続部に

は，試験等により止水性

を確認した鋼管矢板継手

を設置し，鋼管矢板の境

界部の止水性を保持する

設計とする。また，取水

護岸と海水貯留堰の接続

部には，試験等により止

水性を確認した止水ゴム

を設置し，取水護岸と海

水貯留堰の境界部の止水

性を保持する設計とす

る。 

海水貯留堰は，地震後の

繰返しの襲来を想定した

遡上波の浸水に伴う津波

荷重並びに余震，漂流物

の衝突及び積雪による荷

重に対し，古安田層中の

粘性土もしくは西山層に

支持される鋼製の鋼管矢

板で構成し，地震後，津

波後の再使用性を考慮

し，主要な構造部材の構

造健全性を保持する設計

とし，ずれる又は浮き上

がるおそれのない設計と

するとともに，鋼管矢板

同士を接続する鋼管矢板

継手を設置し，部材を有

意な漏えいを生じない変

形にとどめる設計とす

る。また，取水護岸と海

水貯留堰の接続部には，

止水ゴムを設置し，部材

を有意な漏えいを生じな

い相対変位に留める設計

とする。これらの設計に

よって，主要な構造部材

の構造健全性を保持する

ことを構造強度設計上の

性能目標とする。 

地震後の繰返しの襲来を想定した津

波荷重，余震及び漂流物の衝突を考

慮した荷重に対し，主要な構造部材

の構造健全性を保持する設計とする

ため，構造部材である鋼管矢板が，

おおむね弾性状態に留まることを確

認する。 

鋼管矢板 

 

曲げ，  

せん断 

 

部材が弾性域に留まらず塑

性域に入る状態 

 

「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部

構造編）・同解説（平成 14 年 3

月）」に基づき，短期許容応力度と

する。 【基準津波に対して，適切

な裕度をもって弾性状態にとどまる

ように設定する。】 

地震後の繰返しの襲来を想定した津

波荷重，余震及び漂流物の衝突を考

慮した荷重に対し，主要な構造体の

境界部に設置する部材が有意な漏え

いを生じない変形に留める設計とす

るため，境界部に設置する止水ゴム

が，有意な漏えいを生じない変形量

以下であることを確認する。 

止水ゴム 

 

変形 

 

有意な漏えいに至る変形 

 

【基準津波に対して，漏水試験及び

変形試験により，有意な漏えいが生

じないことを確認した変形量とす

る。】 

 

 

 

 

 

 

 

地震後の繰返しの襲来を想定した津

波荷重，余震及び漂流物の衝突を考

慮した荷重に対し，主要な構造部材

の構造健全性を保持する設計とする

ため，構造部材である止水ゴム取付

部鋼材が，おおむね弾性状態に留ま

ることを確認する。 

止水ゴム 

取付部鋼材 

 

曲げ， 

せん断 

 

部材が弾性域に留まらず塑

性域に入る状態 

 

「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部

構造編）・同解説（平成 14 年 3

月）」に基づき，短期許容応力度と

する。 【基準津波に対して，適切

な裕度をもって弾性状態にとどまる

ように設定する。】 

 

 

 

 

 

赤字：荷重条件 

緑字：要求機能 

青字：対応方針 
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表 2.3－2－2 海水貯留堰の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材の

健全性 

鋼管矢板 曲げ軸力，せん断力に対

する発生応力が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

止水ゴム取付部

鋼材 

曲げ軸力，せん断力に対

する発生応力が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

止水性を

損なわな

いこと 

構造物の 

変形性 

止水ゴム 発生変形量が許容限界以

下であることを確認 

有意な漏えいが

生じないことを

確認した変形量 

 

 



 

資料 8－2.3－8 

 

図 2.3－2－4 海水貯留堰の強度評価フロー

重畳時 津波時 

最大最終変位 

地震時 

Ⅴ-2-10-3-1-2-1「海水貯留堰の耐震性に

ついての計算書」 

2 次元静的フレーム解析 

解析モデル及び諸元の設定 

変位量の算定 構造部材の応答値算定 

評価終了 

構造物の変形性能評価 

地震応答解析 

（2 次元動的有限要素法解析） 2 次元静的フレーム解析 

構造部材の健全性評価 

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

解析方法の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

1 次元有効応力解析 

余震（Ｓｄ－1） 
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2.3.2 津波時及び重畳時の解析手法 

海水貯留堰の津波時及び重畳時の解析手法は，鋼管矢板を線形はり要素，地盤を 1 次元

有効応力解析の応答値より設定した線形ばね要素でモデル化した 2 次元静的フレーム解析

とする。 

津波時及び重畳時における解析手法の選定フローを図 2.3－2－5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3－2－5 津波時及び重畳時における解析手法の選定フロー 

 

  

・鋼管矢板を線形でモデル化し，地盤の影響

は地盤ばねをモデルに付加して表現する。 

フレーム解析 ＦＥＭ解析 

ＳＴＡＲＴ 

【解析手法】 

・鋼管矢板は許容応力度設計を行うことか

ら，線形はり要素とする。 

線形はり要素 非線形はり要素 

【構造モデル】 

（手法設定の考え方） 

・地盤ばねは線形ばね要素とする。 

線形ばね 非線形ばね 

【地盤モデル】 
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2.4 適用基準 

適用する規格，基準類を以下に示す。また，表 2.3－2－3 に各項目で適用する規格，基準類

を示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 版） 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月一部改訂） 

・港湾鋼構造物防食・補修マニュアル（沿岸技術研究センター，2009 年版） 

・Guidelines for Design of Structures for Vertical Evacuation from Tsunamis Second 

Edition(FEDERAL EMERGENCY MANAGEMENT AGENCY ，2012) 

 

表 2.3－2－3 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料及び材料定数 
・コンクリート標準示方書［構造

性能照査編］（2002 年） 
― 

荷重及び荷重の組み合わせ 

・港湾の施設の技術上の基準・同

解説（2007 版） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下

部構造編）・同解説（日本道

路協会，平成 14 年 3 月） 

・永久荷重＋偶発荷重の適切

な組合せを検討 

許容限界 

・道路橋示方書（Ⅳ下部構造

編）・同解説（平成14年3月） 

・港湾鋼構造物防食・補修マニュ

アル（2009 年版） 

・鋼矢板 設計から施工まで（平

成 12 年 3月） 

・曲げに対する照査は，発生

応力度が，短期許容応力度

以下であることを確認 

・せん断に対する照査は，発

生応力度が短期許容応力度

以下であることを確認 

評価方法 

・港湾の施設の技術上の基準・同

解説（2007 版） 

・鋼矢板 設計から施工まで（平

成 12 年 3月） 

・腐食代の設定 

地震応答解析 

・原子力発電所耐震設計技術指針 

ＪＥＡＧ４６０１-1987 

・有限要素法による 1 次元モ

デルを用いた時刻歴非線形

解析 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

海水貯留堰の強度評価に用いる記号を表 2.3－3－1 に示す。 

 

 

表 2.3－3－1（1） 強度評価に用いる記号（1/2） 

記号 定義 単位 

ｇ 重力加速度 m/s2 

ｋｈ 水平震度 － 

ｋｖ 鉛直震度 － 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の天端面からの津波高さ m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 m 

Ｐｃ 衝突荷重 kN 

Ｐｄ 動水圧 kN/m2 

Ｐｔ 遡上津波荷重 kN/m2 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧） kN/m2 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ m 

γw 海水の単位体積重量 kN/m3 

ρ 海水の密度 kg/m3 

Ｇ 固定荷重 kN 

ＫＳｄ 余震荷重 kN 

σ 曲げモーメント及び軸力による応力 N/mm2 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 N/mm2 

Ｍ 最大曲げモーメント kN･m 
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表 2.3－3－1（2） 強度評価に用いる記号（2/2） 

記号 定義 単位 

Ｚ 断面係数 m3 

Ｎ 軸力 kN 

Ａ 有効断面積 m2 

τ せん断応力 N/mm2 

τａ 短期許容せん断応力度 N/mm2 

Ｓ せん断力 kN 

κ せん断応力の分布係数 － 
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3.2 評価対象断面及び部位 

3.2.1 評価対象断面 

評価対象断面は，海水貯留堰鋼管矢板が縦断方向に対し一様な設備形状であることを踏

まえ，鋼管矢板の周辺の地質状況に基づき設定する。 

海水貯留堰は，取水口前面の海中に設置する鋼管矢板を連結した構造物であり，取水護

岸に接続している。鋼管矢板の根入れは 8m であり，西山層もしくは古安田層中の粘性土に

直接設置される。海水貯留堰の平面図を図 2.3－3－1，地質断面図及び地層構成に着目し

た抽出箇所に基づく地震応答解析モデルを図 2.3－3－2 の評価対象断面図に示す。 

海水貯留堰設置位置では，南北方向では南に向かって岩盤上面標高が低くなり，東西方

向では，東に向かって岩盤上面標高が深くなっている。岩盤上面標高が深い方が地震時に

おける海水貯留堰への応答が大きいと考えられるため，評価対象断面としてＢ－Ｂ断面

（断面②）を，海水貯留堰の応答の影響度合いを確認するため，評価対象断面としてＡ－

Ａ断面（断面①）をそれぞれ選定した。 

断面①：海水貯留堰の北側短手方向直線部の西側端部（岩盤上面標高が最も高い断面） 

断面②：海水貯留堰の南側短手方向直線部の東側端部（岩盤上面標高が最も低い断面） 

 

 

 

図 2.3－3－1 海水貯留堰の平面図 

 

 

  

海水貯留堰

（単位：mm）

ＢＢ

ＡＡ
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(a) 地質断面図 (b) 地震応答解析モデル 

 

図 2.3－3－2(1) 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面（断面①）） 

 

  

(a) 地質断面図 (b) 地震応答解析モデル 

 

図 2.3－3－2(2) 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面（断面②）） 

  

地層構成抽出箇所 

地層構成抽出箇所 
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3.2.2 評価対象部位 

 評価対象部位は，海水貯留堰の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

    (1) 鋼管矢板 

 構造部材の健全性が要求される鋼管矢板を評価対象部位とする。 

 

    (2) 止水ゴム取付部鋼材 

 海水貯留堰の取水護岸接続部に設置する止水ゴム取付部鋼材を評価対象部位とする。 

 

    (3) 止水ゴム 

 海水貯留堰の取水護岸接続部に設置する止水ゴムを評価対象部位とする。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

 強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設

の強度計算の方針 4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合せを踏

まえて設定する。 

 

3.3.1 荷重 

 海水貯留堰の強度評価において，考慮する荷重を以下に示す。 

 

    (1) 固定荷重（Ｇ） 

 固定荷重として，構造物の自重を考慮する。 

 

    (2) 遡上津波荷重（Ｐｔ） 

 遡上津波荷重として，保守的に津波による最大荷重（越流直前の津波波力）を適用す

る。 

 

    (3) 津波荷重（静水圧）（Ｐｈｙ） 

 津波荷重（静水圧）として，津波により越流している状態で余震が発生することを想

定し，津波荷重は平面 2 次元モデルによる津波シミュレーション解析により得られる最

大内外水位差に応じた静水圧を算定し，越流時の津波波力（静水圧差）を適用する。 

 

    (4) 衝突荷重（Ｐｃ） 

 衝突荷重は，表 2.3－3－2 に示すとおり，KK7 補足－019－2「津波への配慮に関する

説明書に係る補足説明資料 4.7 漂流物衝突を考慮した津波防護施設の設計について」

に示す漂流物衝突荷重一覧のうち，最も大きい荷重となる軽自動車の FEMA（2012）で示

された算定式による衝突荷重を考慮する。 

 

表 2.3－3－2 衝突荷重 

 流速（m/s） 衝突荷重（kN） 

基準津波時 6 499 

 

    (5) 余震荷重（ＫＳｄ） 

 余震荷重として，構造物中心位置で実施した 1 次元有効応力解析の地表面最大加速度

から水平震度及び鉛直震度を算定し，躯体慣性力や動水圧を考慮する。 

 なお，動水圧については，余震（Ｓｄ－１）を入力地震動とした，1 次元有効応力解

析の地表面加速度に基づき設定した水平震度及び Westergaard の式を用いて設定する。 
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3.3.2 荷重の組合せ 

(1) 鋼管矢板 

鋼管矢板の強度評価に用いる荷重の組合せは津波時及び重畳時に区分し，荷重の組合せ

を表 2.3－3－3 から表 2.3－3－6 に，荷重作用図を図 2.3－3－3 から図 2.3－3－5 に示

す。 

鋼管矢板の強度評価において，津波時の荷重は基準津波による津波波力を用いて算出し

ている。重畳時の荷重は 1 次元有効応力解析から得られる結果を用いて余震荷重を算出し

ている。これらの荷重は「2.3 評価方針」に示すとおり，津波時は 2 次元静的フレーム

解析を用いた解析手法の中で，重畳時は 2 次元静的フレーム解析及び 1 次元有効応力解析

を用いた解析手法の中で，それぞれ考慮されている。 

ここで，重畳時における津波荷重と余震荷重の作用方向に関して，海水貯留堰は地盤

深度方向に長尺の鋼管矢板で構成されているため，津波荷重により鋼管矢板に発生する

曲げモーメントによる影響が支配的であることから，津波荷重と余震荷重は同じ方向に

作用させることが最も厳しい条件となる。 

慣性力及び動水圧については，「3.5.2 重畳時 （1）鋼管矢板 b.2 次元静的フレー

ム解析」に示す解析ケース及び「3.5.2 重畳時 （1）鋼管矢板 c.1 次元有効応力解析 

（c）入力地震動」に示す余震（Ｓｄ－１）を考慮した 1 次元有効応力解析から得られる

最大加速度を用いて算出する。鋼管矢板の強度評価に用いる水平震度は，（参考資料 2）

に示すとおり，断面①は水平震度ｋh＝0.42（③地盤物性のばらつき（-1σ）を考慮した

解析ケース），断面②は水平震度ｋh＝0.52（③地盤物性のばらつき（-1σ）を考慮した

解析ケース）を用いる。 

 

表 2.3－3－3 荷重の組合せ（鋼管矢板） 

区分 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐｔ＋Ｐｃ 

重畳時 
重畳時 1 Ｇ＋Ｐｔ＋ＫＳｄ 

重畳時 2 Ｇ＋Ｐｈｙ＋ＫＳｄ＋Ｐｃ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐｔ：遡上津波荷重 

Ｐｈｙ：津波荷重（静水圧） 

Ｐｃ：衝突荷重 

ＫＳｄ：余震荷重 
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表 2.3－3－4 荷重の組合せ（鋼管矢板 津波時） 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

躯体自重 ○ 
・設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の密度を乗

じて設定 

機器・配管自重 － ・機器・配管設備はないことから，考慮しない 

土被り荷重 － ・土被りはないため，考慮しない 

上載荷重 － ・地盤表面に恒常的に置かれる構造物はないため考慮しない 

静止土圧 － ・静止土圧は考慮しない 

外水圧 － 
・静水圧を考慮するが，津波波力との差分から鋼管矢板に荷

重を載荷しない 

内水圧 － ・内水圧を考慮する構造形式ではないことから，考慮しない 

積雪及び風荷重 － ・土中及び水中の構造物であることから，考慮しない 

偶発荷重 

津波荷重 ○ ・基準津波による津波波力を考慮する 

衝突荷重 ○ ・1.0t 軽自動車の衝突荷重を考慮する 

余震荷重 － ・津波時であることから余震荷重は考慮しない 

動水圧 － ・津波時であることから動水圧は考慮しない 

 

 

 

図 2.3－3－3 荷重作用図（鋼管矢板 津波時） 
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表 2.3－3－5 荷重の組合せ（鋼管矢板 重畳時 1） 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

躯体自重 ○ 
・設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の密度を乗

じて設定 

機器・配管自重 － ・機器・配管設備はないことから，考慮しない 

土被り荷重 － ・土被りはないため，考慮しない 

上載荷重 － ・地盤表面に恒常的に置かれる構造物はないため考慮しない 

静止土圧 － ・静止土圧は考慮しない 

外水圧 － 
・静水圧を考慮するが，津波波力との差分から鋼管矢板に荷

重を載荷しない 

内水圧 － ・内水圧を考慮する構造形式ではないことから，考慮しない 

積雪及び風荷重 － ・土中及び水中の構造物であることから，考慮しない 

偶発荷重 

津波荷重 ○ ・基準津波による津波波力を考慮する 

衝突荷重 － ・重畳時であることから漂流物の衝突は考慮しない 

余震荷重 ○ ・余震（Ｓｄ－１）による水平及び鉛直同時加振を考慮する 

動水圧 ○ ・重畳時であることから動水圧を考慮する 

 

 

 
図 2.3－3－4 荷重作用図（鋼管矢板 重畳時 1） 
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表 2.3－3－6 荷重の組合せ（鋼管矢板 重畳時 2） 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

躯体自重 ○ 
・設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の密度を乗

じて設定 

機器・配管自重 － ・機器・配管設備はないことから，考慮しない 

土被り荷重 － ・土被りはないため，考慮しない 

上載荷重 － ・地盤表面に恒常的に置かれる構造物はないため考慮しない 

静止土圧 － ・静止土圧は考慮しない 

外水圧 － 
・静水圧を考慮するが，津波波力との差分から鋼管矢板に荷

重を載荷しない 

内水圧 － ・内水圧を考慮する構造形式ではないことから，考慮しない 

積雪及び風荷重 － ・土中及び水中の構造物であることから，考慮しない 

偶発荷重 

津波荷重 ○ ・基準津波による越流時の津波波力（静水圧差）を考慮する 

衝突荷重 ○ ・1.0t 軽自動車の衝突荷重を考慮する 

余震荷重 ○ ・余震（Ｓｄ－１）による水平及び鉛直同時加振を考慮する 

動水圧 ○ ・重畳時であることから動水圧を考慮する 

 

 

 

図 2.3－3－5 荷重作用図（鋼管矢板 重畳時 2） 
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(2) 止水ゴム取付部鋼材 

止水ゴム取付部鋼材の強度評価に用いる荷重の組合せは津波時及び重畳時に区分し，

荷重の組合せを表2.3－3－7から表 2.3－3－10に，荷重作用図を図2.3－3－6から図2.3

－3－8 に示す。止水ゴム取付部鋼材への漂流物の衝突可能性に関する検討を，（参考資

料 2）に示す。 

止水ゴム取付部鋼材の強度評価において，津波時の荷重は基準津波による津波波力を

用いて算出している。重畳時の荷重は 1次元有効応力解析から得られる結果を用いて余震

荷重を算出している。なお，止水ゴムからの作用荷重を保守的に評価するために，止水

ゴム作用力を作用荷重として考慮する。評価方法の詳細は「3.5 評価方法」に示す。 

 慣性力及び動水圧については，「3.5.2 重畳時 （1）鋼管矢板 b. 2 次元静的フレ

ーム解析」に示す解析ケース及び「3.5.2 重畳時 （1）鋼管矢板 c. 1 次元有効応力

解析 （c）入力地震動」に示す余震（Ｓｄ－１）を考慮した 1 次元有効応力解析から得

られる最大加速度を用いて算出する。海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度は，

（参考資料 3）に示すとおり，断面①の水平震度はｋｈ＝0.42 となり，断面②の水平震度

はｋｈ＝0.52 となる。断面①及び断面②を比較して，水平震度が大きい断面②（ｋｈ＝

0.52）を強度評価に用いることとし，作用荷重も水平震度ｋｈ＝0.52 を基に算出する。 

 

 

表 2.3－3－7 荷重の組合せ（止水ゴム取付部鋼材） 

区分 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐｔ 

重畳時 
重畳時 1 Ｇ＋Ｐｔ＋ＫＳｄ 

重畳時 2 Ｇ＋Ｐｈｙ＋ＫＳｄ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐｔ：遡上津波荷重 

Ｐｈｙ：津波荷重（静水圧） 

ＫＳｄ：余震荷重 
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表 2.3－3－8 荷重の組合せ（止水ゴム取付部鋼材 津波時） 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

部材自重 － ・他の荷重と比較し非常に小さいため，考慮しない 

機器・配管自重 － ・機器・配管設備はないことから，考慮しない 

土被り荷重 － ・土被りはないため，考慮しない 

上載荷重 － ・地盤表面に恒常的に置かれる構造物はないため考慮しない 

静止土圧 － ・静止土圧は考慮しない 

外水圧 － 
・静水圧を考慮するが，津波波力との差分から止水ゴム取付

部鋼材に荷重を載荷しない 

内水圧 － ・内水圧を考慮する構造形式ではないことから，考慮しない 

積雪及び風荷重 － ・土中及び水中の構造物であることから，考慮しない 

偶発荷重 

津波荷重 ○ ・基準津波による津波波力を考慮する 

衝突荷重 － ・漂流物の衝突は考慮しない 

余震荷重 － ・津波時であることから余震荷重は考慮しない 

動水圧 － ・津波時であることから動水圧は考慮しない 

止水ゴム作用力 ○ ・止水ゴムに作用する荷重を考慮する 

 

 

 

 

図 2.3－3－6 荷重作用図（止水ゴム取付部鋼材 津波時） 
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表 2.3－3－9 荷重の組合せ（止水ゴム取付部鋼材 重畳時 1） 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

部材自重 ○ 
・設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の密度を乗

じて設定 

機器・配管自重 － ・機器・配管設備はないことから，考慮しない 

土被り荷重 － ・土被りはないため，考慮しない 

上載荷重 － ・地盤表面に恒常的に置かれる構造物はないため考慮しない 

静止土圧 － ・静止土圧は考慮しない 

外水圧 － 
・静水圧を考慮するが，津波波力との差分から止水ゴム取付

部鋼材に荷重を載荷しない 

内水圧 － ・内水圧を考慮する構造形式ではないことから，考慮しない 

積雪及び風荷重 － ・土中及び水中の構造物であることから，考慮しない 

偶発荷重 

津波荷重 ○ ・基準津波による津波波力を考慮する 

衝突荷重 － ・漂流物の衝突は考慮しない 

余震荷重 ○ ・余震（Ｓｄ－１）による水平及び鉛直同時加振を考慮する 

動水圧 ○ ・重畳時であることから動水圧を考慮する 

止水ゴム作用力 〇 ・止水ゴムに作用する荷重を考慮する 

 

 

 

図 2.3－3－7 荷重作用図（止水ゴム取付部鋼材 重畳時 1） 
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表 2.3－3－10 荷重の組合せ（止水ゴム取付部鋼材 重畳時 2） 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

部材自重 ○ 
・設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の密度を乗

じて設定 

機器・配管自重 － ・機器・配管設備はないことから，考慮しない 

土被り荷重 － ・土被りはないため，考慮しない 

上載荷重 － ・地盤表面に恒常的に置かれる構造物はないため考慮しない 

静止土圧 － ・静止土圧は考慮しない 

外水圧 － 
・静水圧を考慮するが，津波波力との差分から止水ゴム取付

部鋼材に荷重を載荷しない 

内水圧 － ・内水圧を考慮する構造形式ではないことから，考慮しない 

積雪及び風荷重 － ・土中及び水中の構造物であることから，考慮しない 

偶発荷重 

津波荷重 ○ ・基準津波による越流時の津波波力（静水圧差）を考慮する 

衝突荷重 － ・漂流物の衝突は考慮しない 

余震荷重 ○ ・余震（Ｓｄ－１）による水平及び鉛直同時加振を考慮する 

動水圧 ○ ・重畳時であることから動水圧を考慮する 

止水ゴム作用力 〇 ・止水ゴムに作用する荷重を考慮する 

 

 

 

図 2.3－3－8 荷重作用図（止水ゴム取付部鋼材 重畳時 2） 
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3.4 許容限界 

 許容限界は，「3.2 評価対象断面及び部位」にて設定した評価対象部位の応力や変形の状

態を考慮し，Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定して

いる許容限界を踏まえて設定する。 

 

3.4.1 鋼管矢板 

 鋼管矢板の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本

道路協会，平成 14 年 3月）」に基づき，表 2.3－3－11 の鋼管矢板の許容限界に示すとお

り，鋼管矢板の許容応力度に対して割増係数 1.5 を考慮した短期許容応力度とする。 

 

表 2.3－3－11 鋼管矢板の許容限界 

部位 材料 項目 
許容限界 

(N/mm2) 

鋼管矢板 

φ1100 
SKY490 

短期許容曲げ応力度 σｓａ 277 

短期許容せん断応力度 τａ 157 
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3.4.2 止水ゴム取付部鋼材 

 止水ゴム取付部鋼材の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同

解説（日本道路協会，平成 14 年 3月）」に基づき，表 2.3－3－12 の止水ゴム取付部鋼材

の許容限界に示すとおり，鋼材の許容応力度に対して割増係数 1.5を考慮した短期許容応

力度とする。 

 また，止水ゴム取付部鋼材は，鋼管矢板及び前面鋼矢板に水中溶接にて設置する。止

水ゴム取付部鋼材（水中溶接部）に対する許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ

下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月）」，「鋼矢板 設計から施工ま

で（鋼管杭協会，平成 12 年 3 月）」及び「港湾鋼構造物防食・補修マニュアル（沿岸技

術研究センター，2009 年版）」に基づき，鋼材の許容応力度に対して割増係数 1.5 を考

慮し，表 2.3－3－13 の止水ゴム取付部鋼材（水中溶接部）の許容限界に示す短期許容応

力度とする。ただし，水中溶接部の短期許容応力度は，「港湾鋼構造物防食・補修マニ

ュアル（沿岸技術研究センター，2009 年版）」に基づき，気中溶接部の短期許容応力度

から 30％減じたものとする。 

 

表 2.3－3－12 止水ゴム取付部鋼材の許容限界 

部位 材料 項目 
許容限界 

(N/mm2) 

止水ゴム 

取付部鋼材 
SM490 

短期許容曲げ応力度 σｓａ 277 

短期許容せん断応力度 τａ 157 

 

表 2.3－3－13(1) 止水ゴム取付部鋼材（水中溶接部）の許容限界（接続：鋼管矢板） 

部位 材料 項目 
許容限界 

(N/mm2) 

止水ゴム 

取付部鋼材 

止水ゴム取付部鋼材（SM490） 

／鋼管矢板（SKY490） 

短期許容曲げ応力度 σｓａ 

及び 

短期許容せん断応力度 τａ 

（水中溶接部） 

110 

 

表 2.3－3－13(2) 止水ゴム取付部鋼材（水中溶接部）の許容限界（接続：前面鋼矢板） 

部位 材料 項目 
許容限界 

(N/mm2) 

止水ゴム 

取付部鋼材 

止水ゴム取付部鋼材（SM490） 

／前面鋼矢板（SY295） 

短期許容曲げ応力度 σｓａ 

及び 

短期許容せん断応力度 τａ 

（水中溶接部） 

105 
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3.5 評価方法 

評価方法は，「3.2 評価対象断面及び部位」にて設定した評価対象部位の応力や変形の状

態を考慮し，Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき設定

する。 

なお，津波時及び重畳時の評価においては，海水貯留堰が設置されている地盤（古安田層及

び西山層）のばらつきを考慮する。 

 

3.5.1 津波時 

  (1) 鋼管矢板 

    a. 解析概要 

津波時に発生する応答値は，固定荷重に加え，基準津波による津波荷重を作用させる

とともに，衝突荷重を海水貯留堰に作用させた 2次元静的フレーム解析より算定する。 

2 次元静的フレーム解析には，解析コード「ＦＲＥＭＩＮＧ Ver.14.1B」を使用する。

なお，解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

    b. 2 次元静的フレーム解析 

2 次元静的フレーム解析では，鋼管矢板 1 本あたりの分担幅は，図 2.3－3－9 に示す

とおり海水貯留堰を構成する鋼管矢板に継手間隔を加えた長さとし，鋼管矢板の断面積

や断面二次モーメント等を単位奥行きあたりに換算した物性値を用いる。鋼管矢板を線

形はり要素，地盤を線形ばね要素でモデル化する。津波時の検討で用いる解析モデルを

図 2.3－3－10 に示す。 

 

    c. 解析ケース 

津波時における地盤ばねの設定フローを図 2.3－3－11 に，解析ケースを表 2.3－3－

15 に示す。 

津波時の地盤ばねは，設定フローに示すとおり，地盤物性のばらつきを網羅的に考慮

するために，地盤剛性のばらつき及び地盤の変形係数の違いの影響を考慮した 6ケース

について，水平方向の地盤反力係数を算定し，地盤反力係数が小さくなるケースを決定

ケースとし，地盤ばねを設定する。初期せん断弾性係数から算定した地盤ばねを地盤ば

ね 1，静弾性係数から算定した地盤ばねを地盤ばね 2 とする。 

地盤剛性のばらつきは，各地層の PS 検層の結果から得られるせん断波速度の標準偏

差σに基づいて設定する。 

地盤の変形係数は，津波時における地盤が，地震後の状態であることから，初期せん

断弾性係数及び静弾性係数を用いる。初期せん断弾性係数及び静弾性係数は，KK 補足-

024-1「地盤の支持性能（参考資料 4）」より設定する。 

地盤ばねにおける水平方向の地盤反力係数は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構

造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に従って算出する。 
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                          （単位：mm） 

（a）鋼管矢板 一般部 

 

 

                          （単位：mm） 

（b）鋼管矢板 端部 

図 2.3－3－9 鋼管矢板 1 本あたりの分担幅（平面図） 

 

 

 

  

鋼管矢板（SKY490） 

φ1100mm，t＝14mm 

鋼管矢板継手 

鋼管矢板（SKY490） 

φ1100mm，t＝14mm 

鋼管矢板継手 
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図 2.3－3－10 解析モデル 

 

 

図 2.3－3－11 地盤ばねの設定フロー 

 

  

 

START 

①地盤剛性（平均値） ②地盤剛性（＋１σ） ③地盤剛性（－１σ） 

①初期せん断弾性係数Ｇ
０
 ②静弾性係数Ｅ

０
 

 

地盤反力係数の算定 

 

地盤ばね 1 

地盤剛性（－１σ），初期せん断弾性係数Ｇ
０
 

初期せん断弾性係数Ｇ0 

から算定した地盤ばね 

静弾性係数Ｅ0 

から算定した地盤ばね 

変形係数の算定方法 

地盤ばね 2 

地盤剛性（－１σ），静弾性係数Ｅ
０
 

地盤剛性のばらつき 
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表 2.3－3－15 解析ケース（津波時） 

 

ケース名 
地盤反力係数 

決定ケース 備考 変形係数の 
算定方法 

地盤剛性の 

ばらつき 

地盤ばね 1 
初期せん断弾性係数

Ｇ0 

平均値 

地盤剛性（－1σ） 

地盤抵抗の 

ばらつきを考慮 

＋1σ 

－1σ 

地盤ばね 2 静弾性係数Ｅ0 

平均値 

地盤剛性（－1σ） ＋1σ 

－1σ 
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    d. 地盤反力係数 

(a) 初期せん断剛性から設定した場合 

津波襲来前に発生する地震に起因する地盤剛性及び応力の上限値の低下が無いもの

と仮定し，地盤反力係数を以下のように設定する。 

水平方向地盤ばねに用いる地盤反力係数は以下のとおり設定する。 

 

ｋH＝ｋH0
× ( ＢH

0.3
) -

3

4

 

ｋH0
＝

1

0.3
αＥ

0
 

Ｅ
0
＝2×(1+νd)×Ｇm 

ＢH＝√Ⅾ／β ( ≤√ⅮＬe) 
β＝√ｋH×Ⅾ

4×ＥＩ

4

 

 

ここに， 

ｋH ：水平方向地盤反力係数（kN/m3） 

ｋH0
 ：直径 0.3 m の剛体円板による平板載荷試験の値に相当する 

  水平方向地盤反力係数（kN/m3） 

ＢH ：荷重作用方向に直交する基礎の換算載荷幅（m） 

α ：地盤反力係数の換算係数（＝1） 

Ｅ
0
 ：地盤の変形係数（kN/m2） 

νd ：動ポアソン比 

Ｇm ：初期せん断剛性（kN/m2） 

Ｇm＝Ｇma× ( σ'm
σ'ma) ｍｇ

 

Ｇma ：基準初期せん断弾性係数（kN/m2） 

σ'ma ：基準平均有効主応力（kN/m2） 

σ'm ：常時状態における平均有効主応力（kN/m2） 

ｍｇ ：拘束圧依存の係数 

β ：基礎の特性値（m-1） 

Ｄ ：荷重作用方向に直交する基礎の載荷幅（m） 

ＥＩ ：基礎の曲げ剛性（kN･m2） 

Ｌe ：基礎の有効根入れ深さ（m） 
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(b) 静弾性係数から設定した場合 

津波襲来前に発生する地震に起因する地盤剛性及び応力の上限値の低下が大きいも

のと考え，地盤反力係数を以下のように設定する。 

水平方向地盤ばねに用いる地盤反力係数は以下のとおり設定する。 

 

ｋH＝ｋH0
× ( ＢH

0.3
) -

3

4

 

ｋH0
＝

1

0.3
αＥ

0
 

ＢH＝√Ⅾ／β ( ≤√ⅮＬe) 
β＝√ｋH×Ⅾ

4×ＥＩ

4

 

 

ここに， 

ｋH ：水平方向地盤反力係数（kN/m3） 

ｋH0
 ：直径 0.3 m の剛体円板による平板載荷試験の値に相当する 

  水平方向地盤反力係数（kN/m3） 

ＢH ：荷重作用方向に直交する基礎の換算載荷幅（m） 

α ：地盤反力係数の換算係数（＝4） 

Ｅ
0
 ：地盤の変形係数（kN/m2） 

β ：基礎の特性値（m-1） 

Ｄ ：荷重作用方向に直交する基礎の載荷幅（m） 

ＥＩ ：基礎の曲げ剛性（kN･m2） 

Ｌe ：基礎の有効根入れ深さ（m） 
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    e. 使用材料及び材料の物性値 

使用材料を表 2.3－3－16 に，材料の物性値を表 2.3－3－17 に示す。 

 

表 2.3－3－16 使用材料 

諸元 諸元 腐食代 

鋼管矢板 φ1100mm，t＝14mm（SKY490） 1.0mm＊ 

注記＊：腐食代の算出過程は下記のとおりとする。なお，海底面以深の鋼管矢板の腐食代は， 

保守的に海底面以浅と同値とした。 

0.2（mm/年）×50 年×（1.0－0.9）＝1.0mm 

ここで， 

運用期間：50年（海水貯留堰の運用期間 50 年） 

     腐食速度：0.2mm/年（「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 

19 年 7月）」） 

     防食率：90％（「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 19 年 7 

月）」，電気防食実施のため） 

 

表 2.3－3－17 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鋼管矢板 77.0  2.00×105 0.3 
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    f. 地盤の解析用物性値 

地盤の解析用物性値一覧を表2.3－3－18に示す。地盤の物性値は，Ⅴ-2-1-3「地盤の

支持性能に係る基本方針」にて設定している物性値を用いる。 

 

表 2.3－3－18(1) 地盤の解析用物性値一覧（非液状化層） 

パラメータ 
古安田層 

A3al 層 A2c 層 A2al 層 

物
理
特
性 

密度 ρ (g/cm3) 1.81 1.80 1.88 

間隙率 n  0.52 0.52 0.48 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数 Ｇｍａ (kN/m2) 9.57×104 1.39×105 1.61×105 

基準平均有効拘束圧 σｍａ' (kN/m2) 94.0 140.0 170.0 

ポアソン比 ν  0.33 0.33 0.33 

減衰定数の上限値 ｈｍａｘ  0.162 0.110 0.147 

強
度
特
性 

粘着力 ｃ' (kN/m2) 29.2 113.0 82.8 

内部摩擦角 φ' (°) 34.2 27.9 28.7 

 

 

表 2.3－3－18(2) 地盤の解析用物性値一覧（西山層） 

パラメータ 
西山層 

T.M.S.L.-33.0m 以浅 T.M.S.L.-33.0m～-90.0m 

物
理
特
性 

密度 ρ (g/cm3) 1.73 1.69 

間隙率 n  0.56 0.56 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数 Ｇｍａ (kN/m2) 4.16×105 4.75×105 

基準平均有効拘束圧 σｍａ' (kN/m2) 98.0 98.0 

ポアソン比 ν  0.33 0.33 

減衰定数の上限値 ｈｍａｘ  0.257 0.257 

強
度
特
性 

粘着力 ｃ (kN/m2) 1370-5.04Ｚ* 1370-5.04Ｚ* 

内部摩擦角 φ (°) 0.0 0.0 

注記＊ ：Ｚは，標高（m）を示す 
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    g. 評価方法 

鋼管矢板の強度評価は，鋼管矢板の曲げモーメント及び軸力より算定した応力及びせ

ん断力より算定したせん断応力が「3.4 許容限界」で設定した許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

     (a) 曲げモーメント及び軸力に対する照査 

       曲げモーメント及び軸力を用いて次式により算定した応力が許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

σ = Ｎ

Ａ
± Ｍ

Ｚ
 

ここで， 

σ ：鋼管矢板の曲げモーメント及び軸力より算定した応力（N/mm2） 

Ｍ ：最大曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ｎ ：軸力（N） 

Ａ ：有効断面積（mm2） 

 

 

     (b) せん断力に対する照査 

せん断力を用いて次式により算定したせん断応力がせん断強度に基づく許容限界以

下であることを確認する。 

 

τ＝κ・
Ｓ

Ａ
 

ここで， 

τ ：鋼管矢板のせん断力より算定したせん断応力（N/mm2） 

Ｓ ：せん断力（N） 

Ａ ：有効断面積（mm2） 

κ ：せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合 κ＝2.0） 
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  (2) 止水ゴム取付部鋼材 

    a. 構造概要 

止水ゴム取付部鋼材の照査対象部材は，構成部材であるスキンプレートとリブプレー

トに加えて，発生荷重を負担する鋼矢板及び鋼管矢板との接合部とする。なお，止水ゴ

ム取付部鋼材は，鋼矢板及び鋼管矢板と水中溶接により接合されているため，適切に設

定した許容限界に対して照査する(「3.4 許容限界」参照)。 

止水ゴム取付部鋼材に関する使用材料を表 2.3－3－19 に，海水貯留堰接続部の鳥瞰

図を図 2.3－3－12 に示す。また，止水ゴム取付部鋼材の詳細構造図を図 2.3－3－13 に

示す。 

止水ゴム取付部鋼材及び止水ゴムは，地震時の安定性を確保するとともに，堰外が引

き波により海底地盤が露出した状態において，海水の貯留性及び安定性を確保している。

（補足「2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明」（参考資料 5）） 

      

表 2.3－3－19 使用材料 

部位 材料 諸元 

止水ゴム取付部鋼材 
スキンプレート t＝9mm＊（SM490） 

リブプレート t＝14mm＊（SM490） 

注記＊：断面照査においては海水と接する面に対して 1mm の腐食代を考慮する。 

 

 

 

図 2.3－3－12 海水貯留堰接続部の鳥瞰図  

止水ゴム

根固めコンクリート

取水護岸(前面鋼矢板)

海水貯留堰(鋼管矢板)

スキンプレートリブプレート

接合部
（止水ゴム取付部鋼材と鋼管矢板）

接合部
（止水ゴム取付部鋼材と前面鋼矢板）
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（a）平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

（b）Ａ－Ａ断面図 

 

図 2.3－3－13（1） 止水ゴム取付部鋼材の詳細構造図（南側） 

  

鋼管矢板 前面鋼矢板 

リブプレート 

スキンプレート 

止水ゴム 

根固めコンクリート 

スキンプレート 

リブプレート 

鋼管矢板 

前面鋼矢板 

海底地盤高 

T.M.S.L.－5.5m 

 

T.M.S.L.－3.5m 
止水ゴム 

646 391 

5
0
0 
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（a）平面図 

 

 

 

（単位：mm） 

（b）Ａ－Ａ断面図 

 

図 2.3－3－13（2） 止水ゴム取付部鋼材の詳細構造図（北側） 

 

 

    b. 解析概要 

津波時に発生する応答値は，ゴム作用力及び基準津波による津波荷重を作用させて構

造物を線形はり構造として解析を行う。 

  

止水ゴム 

前面鋼矢板 鋼管矢板 

リブプレート 

スキンプレート 

根固めコンクリート 

スキンプレート 

リブプレート 止水ゴム 

鋼管矢板 

前面鋼矢板 

海底地盤高 

T.M.S.L.－5.5m 

 

T.M.S.L.－3.5m 

5
0
0
 

688 341 
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    c. 止水ゴム取付部鋼材の解析方法 

      解析方法は以下に示すとおりとする。また，（参考資料 4）に止水ゴム取付部鋼材に

作用する分布荷重の算出方法について示す。 

 

     (a) スキンプレート 

       スキンプレートは，取水護岸前面鋼矢板側と海水貯留堰鋼管矢板側に設置する。ス

キンプレートの照査については，設置間隔300mmのリブプレートで支持された両端固

定梁として行う。 

 

      イ. モデル化 

スキンプレートに作用する荷重とモデル化の考え方を示した照査モデル図を図

2.3－3－14 に，照査断面を図 2.3－3－15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   （単位：mm） 

図 2.3－3－14 照査モデル図（スキンプレート） 

 

（単位：mm） 

注：照査断面は腐食代を考慮した断面を示す。 

図 2.3－3－15 照査断面（スキンプレート） 

  

モデル化 分布荷重 

リブプレート 

スキンプレート 
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      ロ.  断面照査方法 

 スキンプレートに発生する断面力算出式を以下に記す。 

 

Ｍmax＝ｑ・l・Ｌ
2

12
 

Ｓmax＝ｑ・l・Ｌ

2
 

 

ここに， 

Ｍmax ：最大発生曲げモーメント（kN・m） 

ｑ ：分布荷重（kN/m2） 

Ｌ ：分布荷重載荷幅＝リブプレート間隔（m） 

ｌ ：スキンプレート奥行き（m） 

Ｓmax ：最大発生せん断力（kN） 
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     (b)リブプレート 

      リブプレートは，取水護岸前面鋼矢板側と海水貯留堰鋼管矢板側に設置する。リブプ

レートの照査については，止水ゴム取付部鋼材のリブプレート断面変化箇所に対して

行う。 

 

      イ. モデル化 

リブプレートに作用する荷重とモデル化の考え方を示した照査モデル図を図 2.3

－3－16 に，照査断面を図 2.3－3－17 に示す。 

 

 

 

 

図 2.3－3－16 照査モデル図（リブプレートと鋼管矢板又は前面鋼矢板） 

 

 

                                                                                 （単位：mm） 

注：照査断面は腐食代を考慮した断面を示す。 

図 2.3－3－17 照査断面（リブプレート）  

モデル化 

分布荷重 分布荷重 

集中荷重 集中荷重 

鋼管矢板 

前面鋼矢板 

止水ゴム 

スキンプレート リブプレート リブプレート 

① 

② ③ 

645 367 （単位：mm） 
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      ロ. 断面照査方法 

       リブプレートに発生する断面力算出式を以下に記す。 

 

 

Ｍmax＝ｑ・Ｌ
２
・ｌ

２
＋Ｐ・Ｌ・ｌ 

Ｓmax＝ｑ・Ｌ・ｌ＋Ｐ・ｌ 

 

ここに， 

Ｍmax ：最大発生曲げモーメント（kN･m） 

ｑ ：分布荷重（kN/m2） 

Ｌ ：分布荷重載荷幅＝検討箇所でのリブプレート張り出し長（m） 

ｌ ：リブプレート間隔（m） 

Ｐ ：集中荷重（kN/m） 

Ｓmax ：最大発生せん断力（kN） 
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     (c)鋼矢板及び鋼管矢板との接合部 

      止水ゴム取付部鋼材では，リブプレート部材と取水護岸前面鋼矢板及び海水貯留堰鋼

管矢板との接合部において発生荷重を負担している。接合部の照査は，リブプレート

と前面鋼矢板及びリブプレートと鋼管矢板との接合部に対して行う。当該接合部は水

中溶接により接合されるが，水中溶接部の許容限界については，「3.4 許容限界」に

まとめる。 

      イ. モデル化 

鋼矢板及び鋼管矢板との接合部に作用する荷重とモデル化の考え方を示した照査

モデルを図 2.3－3－18 に，照査断面を図 2.3－3－19 に示す。 

 

 

 

図 2.3－3－18 照査モデル図（前面鋼矢板及び鋼管矢板との接合部） 

（単位：mm） 

注記＊：④部は鋼管矢板の外面形状に沿って溶接しているが，保守的にプレート幅を溶接長さとして扱う。 

図 2.3－3－19 照査断面（前面鋼矢板及び鋼管矢板との接合部） 

④ ⑤ 

モデル化 

鋼管矢板 

止水ゴム 

スキンプレート リブプレート リブプレート 

前面鋼矢板 

分布荷重 分布荷重 

集中荷重 集中荷重 

＊
 

（単位：mm） 
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      ロ. 断面照査方法 

リブプレートと取水護岸前面鋼矢板の接合部及びリブプレートと海水貯留堰鋼管

矢板の接合部に発生する断面力算定式を以下に記す。また，リブプレートと取水護

岸前面鋼矢板の接合部は，発生せん断力に対して角度を有していることから，図

2.3－3－20 に示すように角度補正を行う。 

Ｍmax＝ｑ・Ｌ
２
・ｌ

２
＋Ｐ・Ｌ・ｌ 

Ｓmax＝ｑ・Ｌ・ｌ＋Ｐ・ｌ 

 

リブプレートと前面鋼矢板接合部 

Ｓ＝Ｓmax・ｃｏｓθ 

Ｎ＝Ｓmax・ｓｉｎθ 

 

ここに， 

Ｍmax ：最大発生曲げモーメント（kN･m） 

ｑ ：分布荷重（kN/m2） 

Ｌ ：分布荷重載荷幅＝リブプレート張り出し長（m） 

ｌ ：リブプレート間隔（m） 

Ｐ ：集中荷重（kN/m） 

Ｓmax ：最大発生せん断力（kN） 

Ｓ ：最大発生せん断力に対する分力（せん断力）（kN） 

Ｎ ：最大発生せん断力に対する分力（引張力）（kN） 

 

 

図 2.3－3－20 リブプレートと前面鋼矢板接合部におけるせん断力の補正について 

  

θ 
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    d. 評価方法 

止水ゴム取付部鋼材の強度評価は，曲げモーメント及び軸力より算定した応力及びせ

ん断力より算定したせん断応力が「3.4 許容限界」で設定した許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

     (a) 曲げモーメント及び軸力に対する照査 

       曲げモーメント及び軸力を用いて次式により算定した応力が許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

σ = Ｎ

Ａ
± Ｍ

Ｚ
 

ここで， 

σ ：鋼管矢板の曲げモーメント及び軸力より算定した応力（N/mm2） 

Ｍ ：最大曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ｎ ：軸力（N） 

Ａ ：有効断面積（mm2） 

 

 

     (b) せん断力に対する照査 

せん断力を用いて次式により算定したせん断応力がせん断強度に基づく許容限界以

下であることを確認する。 

 

τ＝κ・
Ｓ

Ａ
 

ここで， 

τ ：鋼管矢板のせん断力より算定したせん断応力（N/mm2） 

Ｓ ：せん断力（N） 

Ａ ：有効断面積（mm2） 

κ ：せん断応力の分布係数（κ＝1.5） 
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   (3) 止水ゴム 

    a. 構造概要 

      止水ゴムの仕様を表 2.3－3－20 に，止水ゴムの構造図を図 2.3－3－21 に示す。 

      海水貯留堰接続部の鳥瞰図を図 2.3－3－22（再掲）に示す。 

 

 

表 2.3－3－20 止水ゴムの仕様 

部位 材料 諸元 

止水ゴム クロロプレンゴム t=10mm 

 

 

 
（単位：mm） 

図 2.3－3－21 止水ゴムの構造図 

 

 

 

図 2.3－3－22 海水貯留堰接続部の鳥瞰図 （再掲）  

止水ゴム

根固めコンクリート

取水護岸(前面鋼矢板)

海水貯留堰(鋼管矢板)

スキンプレートリブプレート

接合部
（止水ゴム取付部鋼材と鋼管矢板）

接合部
（止水ゴム取付部鋼材と前面鋼矢板）
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    b. 止水ゴムの発生変形量の考え方 

止水ゴムの変形性評価に用いる津波時の止水ゴムの発生変形量は，図 2.3－3－23 の

止水ゴムの発生変形量算出フローに示すとおり，地震後に津波が襲来することを想定し，

地震時における最大最終変位に，津波時の最大変位を加えることで，津波襲来時及び漂

流物衝突時に発生する変位量を評価する。 

 

     (a) 地震時の最大最終変位 

地震時の止水ゴムの変位量は，Ⅴ-2-10-3-1-2-1「海水貯留堰の耐震性についての

計算書」に示すとおり，2 次元有効応力解析で算出する。 

地震時の最大最終変位は，Ⅴ-2-10-3-1-2-1「海水貯留堰の耐震性についての計算

書」に示す解析ケースのうち，地震時の 2 次元有効応力解析における各方向（δx，

δy，δz）の最終時刻の変位が最大となる解析ケースの値を示す。 

 

     (b) 津波時の最大変位 

津波時の止水ゴムの変位量は，津波荷重及び衝突荷重を用いた 2次元静的フレーム

解析で算出する。荷重の組合せに対する止水ゴムの変位量の算出方法について（参考

資料 5）に示す。 

津波時の最大変位は，津波時のうち，津波時の 2次元静的フレーム解析における各

方向（δx，δy，δz）の変位が最大となる解析ケースの値を示す。 

 

 

    

図 2.3－3－23 止水ゴムの発生変形量算出フロー（津波時） 

 

 

    c. 評価方法 

止水ゴムの変形性評価は，津波時の止水ゴムの発生変形量が「3.4 許容限界」で設

定した許容限界以下であることを確認する。 

  

地震時の最大最終変位＊1の算出

（2次元有効応力解析）＊2

津波時の最大変位の算出

（2次元静的フレーム解析）＊2

注記＊1 ：最大最終変位とは，地震時の2次元有効応力解析における最終時
刻の変位が最大となる解析ケースの値である。
（参照：Ⅴ-2-10-3-1-2-1「海水貯留堰の耐震性についての計算書」）

＊2 ：(  )内は，変位の算出に用いる解析手法を示している。

津波時における発生変形量の算出

（地震時の最大最終変位 + 津波時の最大変位）
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3.5.2 重畳時 

  (1) 鋼管矢板 

    a. 解析概要 

鋼管矢板で津波荷重及び余震荷重に抵抗するため，鋼管矢板をモデル化した 2 次元静

的フレーム解析を行い，重畳時の鋼管矢板の構造健全性を確認する。2 次元静的フレー

ム解析で考慮する余震（Ｓｄ－１）に伴う地盤変位や静的震度は，構造物中心位置の地

盤モデルに対する 1次元有効応力解析より設定する。 

2 次元静的フレーム解析については，解析コード「ＦＲＥＭＩＮＧ Ver.14.1B」を，

1 次元有効応力解析については，解析コード「ＦＬＩＰ Ver.7.4.1」を使用する。解析

コードの検証及び妥当性確認の概要については，それぞれ，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

    b. 2 次元静的フレーム解析 

2 次元静的フレーム解析モデルは，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

 

    c. 解析ケース 

重畳時における地盤ばねの設定フローを図 2.3－3－24 に，解析ケースを表 2.3－3－

21 に示す。 

重畳時の地盤ばねは，設定フローに示すとおり，地盤物性のばらつきを網羅的に考慮

するために，表 2.3－3－21 の解析ケースについて，余震（Ｓｄ－１）を用いて 1 次元

有効応力解析を実施し，地盤剛性のばらつき及び 1 次元有効応力解析の着目時間の違い

の影響を考慮した 9ケースについて，水平方向の地盤反力係数を算定し，地盤反力係数

が小さくなるケースを決定ケースとし，地盤ばねを設定する。地表面加速度が最大とな

る時刻の地盤剛性から設定した地盤ばねを地盤ばね 3，地表面変位が最大となる時刻の

地盤剛性から設定した地盤ばねを地盤ばね 4，せん断ひずみが最大となる時刻の地盤剛

性から設定した地盤ばねを地盤ばね 5 とする。 

地盤剛性のばらつきは，各地層の PS 検層の結果から得られるせん断波速度の標準偏

差 σに基づいて設定する。 

地盤の変形係数は，1 次元有効応力解析による地盤の応力ひずみ関係から算定する。 

地盤ばねにおける水平方向の地盤反力係数は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構

造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に従って算出する。 
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図 2.3－3－24 地盤ばねの設定フロー 

 

 

 

 

表 2.3－3－21 解析ケース（重畳時） 

ケース名 
地盤反力係数 

決定ケース 備考 
着目時刻 

地盤剛性の 
ばらつき 

地盤ばね 3 地表面加速度最大 
平均値 

地盤剛性（－1σ） 

地盤抵抗の 
ばらつきを考慮 

＋1σ 

－1σ 

地盤ばね 4 地表面変位最大 
平均値 

地盤剛性（－1σ） ＋1σ 

－1σ 

地盤ばね 5 せん断ひずみ最大 
平均値 

地盤剛性（－1σ） ＋1σ 

－1σ 

 

 

 

  

START 

①地盤剛性（平均値） ②地盤剛性（＋１σ） ③地盤剛性（－１σ） 

地盤剛性のばらつき 

余震（Ｓｄ－１）による１次元有効応力解析 

 

地盤ばね 3 

（地盤剛性（－１σ）） 

地表面最大加速度発生時刻の 

地盤剛性から設定 

地表面最大変位発生時刻の 

地盤剛性から設定 

最大せん断ひずみ発生時刻の 

地盤剛性から設定 

地盤ばね 4 

（地盤剛性（－１σ）） 

地盤ばね 5 

（地盤剛性（－１σ）） 

１次元有効応力解析 

の着目時刻の違い 
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    d. 1 次元有効応力解析 

     (a) 解析モデル 

解析モデルは，構造物設置位置の地層構成に基づきモデル化する。 

 

     (b) 地盤の物性値 

地盤の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

 

     (c) 入力地震動 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される余震（Ｓｄ－１）

を 1 次元波動論により地震応答解析モデルの底面位置で評価したものを用いる。入力

地震動の設定においては，V-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に示す地下構

造モデル（入力地震動作成モデル）とし，原子炉建屋と同様のものを用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 2.3－3－25 に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び

加速度応答スペクトルを図 2.3－3－26 に示す。入力地震動の算定には，解析コード

「ＳＬＯＫ Ver2.0」を使用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.3－3－25 入力地震動算定の概念図  

岩 盤 

反射波 F 

1 次元波動論による応答計算 

設計用模擬地震波 2E 

入射波 E 

地震応答解析モデル 

入力地震動 

作成モデル上端 底面粘性境界 

入力地震動 2E 

2E 
解析モデル底面 

▼T.M.S.L.－80.0m 

1 次元地震 

応答解析 

海底面（GL） 

解放基盤表面 

▼T.M.S.L.－155.0m 
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MAX 5.93 m/s2 （18.51 s） 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2.3－3－26（1） 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Sd-1） 
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MAX 3.69 m/s2 （16.16 s） 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2.3－3－26（2） 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Sd-1） 
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     (d) 減衰定数 

減衰特性は，柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震の地震記録を入力波

とした再現解析等を踏まえ，Rayleigh 減衰として，α＝0，β＝0.005 を設定する。 

     (e) 地盤ばね 

重畳時の検討では，表 2.3－3－21 に示すとおり，1 次元有効応力解析における地

表面加速度最大発生時刻（地盤ばね 3），地表面変位最大発生時刻（地盤ばね 4）及

びせん断ひずみ最大発生時刻（地盤ばね 5）それぞれの時刻での割線せん断剛性Ｇs

を用いて，以下の手順で地盤反力係数を設定する。 𝑘◌ஓ= 𝑘◌ஓ0× ( 𝐵◌ஓ0.3)−3/4
 

 𝑘◌ஓ0= 10.3 𝛼ܧ 𝑠 
𝑠ܧ  = 2 × (1 + 𝜈◌ௗ) × 𝐺𝑠   𝐺𝑠 = 𝜏𝑚ߛ⁄   𝜏𝑠 = 1𝐺𝑚ߛ 𝑎 ×( 𝜎′𝑚 𝜎′𝑚 𝑎⁄ ) 𝑚 𝑔 + | 𝛾𝐶 ವ𝐶 ・×𝑐 𝑠𝜑 ವ𝐶 +𝜎′𝑚 ×𝑠 ・𝑖 𝜑 ವ𝐶 | 
 𝐵◌ஓ= √ ≥) ߚ/ܦ  (・𝐿ܦ√
 

√=ߚ 𝑘◌ஓ4ܧ×ܦ × 𝐼4
 

 

ここに， 𝑘◌ஓ ：水平方向地盤反力係数（kN/m3） 𝑘◌ஓ0 ：直径 0.3 m の剛体円板による平板載荷試験の値に相当する 

  水平方向地盤反力係数（kN/m3） 𝐵◌ஓ ：荷重作用方向に直交する基礎の換算載荷幅（m） 𝛼 ：地盤反力係数の換算係数（＝1） ܧ𝑠 ：割線剛性（kN/m2） 𝜈◌ௗ ：動ポアソン比 𝐺𝑠 ：割線せん断弾性係数（kN/m2） 𝜏𝑠 ：骨格曲線状のせん断応力（kN/m2） ߛ ：せん断ひずみ 
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𝐺𝑚𝑎 ：基準初期せん断弾性係数（kN/m2） 𝜎′𝑚 𝑎 ：基準平均有効主応力（kN/m2） 𝜎′𝑚 ：時刻 tmaxにおける地盤の平均有効主応力（kN/m2） 𝑚𝑔 ：拘束圧依存の係数 ܥ・𝐶  ：地盤の粘着力（kN/m2） 𝜑 ・𝐶  ：地盤の内部摩擦角（°） ߚ ：基礎の特性値（m-1） ܦ ：荷重作用方向に直交する基礎の載荷幅（m） ܧ𝐼 ：基礎の曲げ剛性（kN･m2） 𝐿・ ：基礎の有効根入れ深さ（m） 

  



 

資料 8－2.3－56 

    e. 使用材料及び材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「3.5.1 津波時」と同じである。 

 

    f. 地盤の物性値 

地盤の物性値は，「3.5.1 津波時」と同じである。 

 

    g. 評価方法 

鋼管矢板の強度評価は，「3.5.1 津波時」と同じ方法により，許容限界以下である

ことを確認する。 

 

 

  (2)  止水ゴム取付部鋼材 

    a. 構造概要 

止水ゴム取付部鋼材の構造概要は，「3.5.1 津波時」と同じである。 

 

    b. 解析概要 

重畳時に発生する応答値は，ゴム作用力，余震（Ｓｄ－１）による慣性力及び動水圧，

基準津波による津波荷重を作用させた線形はり構造として解析を行う。 

 

    c. 部材ごとの解析方法 

部材ごとの解析方法は，「3.5.1 津波時」と同じである。 

 

    d. 評価方法 

評価方法は，「3.5.1 津波時」と同じである。 
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   (3) 止水ゴム 

    a. 構造概要 

      止水ゴムの構造概要は，「3.5.1 津波時」と同じである。 

 

    b. 止水ゴムの発生変形量の考え方 

止水ゴムの変形性評価に用いる重畳時の止水ゴムの発生変形量は，図 2.3－3－27 の

止水ゴムの発生変形量算出フローに示すとおり，地震後に津波が襲来することを想定し，

地震時における最大最終変位に，重畳時の最大変位を加えることで，津波襲来時，余震

時及び漂流物衝突時に発生する変位量を評価する。 

 

     (a) 地震時の最大最終変位 

地震時の最大最終変位は，「3.5.1 津波時」と同じである。 

 

     (b) 重畳時の最大変位 

重畳時の止水ゴムの変位量は，津波荷重，動水圧，余震荷重及び衝突荷重を用いた

2 次元静的フレーム解析で算出する。荷重の組合せに対する止水ゴムの変位量の算出

方法について（参考資料 5）に示す。 

重畳時の最大変位は，重畳時 1 及び重畳時 2 のうち， 2 次元静的フレーム解析に

おける各方向（δx，δy，δz）の変位が最大となる解析ケースの値を示す。 

 

 

    

図 2.3－3－27 止水ゴムの発生変形量算出フロー（重畳時） 

 

 

    d. 評価方法 

評価方法は，「3.5.1 津波時」と同じである。 

  

地震時の最大最終変位＊1の算出

（2次元有効応力解析）＊2

重畳時の最大変位の算出

（2次元静的フレーム解析）＊2

注記＊1 ：最大最終変位とは，地震時の2次元有効応力解析における最終時
刻の変位が最大となる解析ケースの値である。
（参照：Ⅴ-2-10-3-1-2-1「海水貯留堰の耐震性についての計算書」）

＊2 ：(  )内は，変位の算出に用いる解析手法を示している。

重畳時における発生変形量の算出

（地震時の最大最終変位 + 重畳時の最大変位）
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4. 評価条件 

   (1) 津波時 

 津波時において，「3. 強度評価方法」に用いる強度評価条件を表 2.3－4－1 から表

2.3－4－4に示す。 

衝突荷重（Ｐｃ），遡上津波荷重（Ｐｔ）及び津波荷重（静水圧）（Ｐｈｙ）の算出過程

は（参考資料 3）に示す。 

 

表 2.3－4－1 強度評価条件（津波時，断面①，鋼管矢板一般部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 ― ― 

ｋｖ 鉛直震度 ― ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 370.2 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） ― kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 40.4 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ ― m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030 kg/m3 

Ｇ 固定荷重 36.7 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） ― kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） ― kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0119 m3 

Ａ 有効断面積 0.0443 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－2 強度評価条件（津波時，断面②，鋼管矢板一般部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 ― ― 

ｋｖ 鉛直震度 ― ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 370.2 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） ― kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 40.4 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ ― m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030 kg/m3 

Ｇ 固定荷重 36.7 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） ― kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） ― kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0119 m3 

Ａ 有効断面積 0.0443 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－3 強度評価条件（津波時，断面①，鋼管矢板端部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 ― ― 

ｋｖ 鉛直震度 ― ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 407.7 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） ― kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 67.1 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ ― m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030 kg/m3 

Ｇ 固定荷重 61.0 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） ― kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） ― kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0108 m3 

Ａ 有効断面積 0.0403 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－4 強度評価条件（津波時，断面②，鋼管矢板端部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 ― ― 

ｋｖ 鉛直震度 ― ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 407.7 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） ― kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 67.1 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ ― m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030 kg/m3 

Ｇ 固定荷重 61.0 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） ― kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） ― kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0108 m3 

Ａ 有効断面積 0.0403 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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   (2) 重畳時 

     重畳時において，「3. 強度評価方法」に用いる強度評価条件を表 2.3－4－5から表

2.3－4－12 に示す。 

 

表 2.3－4－5 強度評価条件（重畳時 1，断面①，鋼管矢板一般部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.42 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 19.1 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 40.4 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 ― kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.80 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 36.7 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 15.4 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 11.0 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0119 m3 

Ａ 有効断面積 0.0443 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－6 強度評価条件（重畳時 1，断面②，鋼管矢板一般部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.52 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 23.7 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 40.4 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 ― kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.80 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 36.7 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 19.1 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 11.0 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0119 m3 

Ａ 有効断面積 0.0443 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－7 強度評価条件（重畳時 1，断面①，鋼管矢板端部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.42 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 31.7 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 67.1 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 ― kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.80 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 61.0 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 25.6 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 18.3 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0108 m3 

Ａ 有効断面積 0.0403 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－8 強度評価条件（重畳時 1，断面②，鋼管矢板端部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.52 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 60.6 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 4.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 6.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 4.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 39.3 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） 67.1 kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 ― kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.80 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 61.0 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 31.7 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 18.3 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0108 m3 

Ａ 有効断面積 0.0403 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－9 強度評価条件（重畳時 2，断面①，鋼管矢板一般部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.42 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 20.2 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 2.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 4.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 2.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 370.2 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 35.1 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） 20.2 kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.91 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 36.7 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 15.4 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 11.0 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0119 m3 

Ａ 有効断面積 0.0443 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－10 強度評価条件（重畳時 2，断面②，鋼管矢板一般部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.52 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 20.2 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 2.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 4.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 2.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 370.2 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 43.5 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） 20.2 kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.91 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 36.7 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 19.1 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 11.0 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0119 m3 

Ａ 有効断面積 0.0443 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 

 

 

 

 

 

 



 

資料 8－2.3－68 

 

表 2.3－4－11 強度評価条件（重畳時 2，断面①，鋼管矢板端部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.42 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 20.2 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 2.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 4.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 2.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 407.7 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 58.4 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） 33.6 kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.91 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 61.0 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 25.6 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 18.3 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0108 m3 

Ａ 有効断面積 0.0403 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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表 2.3－4－12 強度評価条件（重畳時 2，断面②，鋼管矢板端部） 

記号 定義 数値 単位 

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2 

ｋｈ 水平震度 0.52 ― 

ｋｖ 鉛直震度 0.30 ― 

ｐ１ 海水貯留堰外側の底面における波圧強度 40.4 kN/m2 

ｐ２ 海水貯留堰外側の天端面における波圧強度 20.2 kN/m2 

ｐ３ 海水貯留堰内側の底面における波圧強度 20.2 kN/m2 

η 海水貯留堰外側の貯留堰天端面からの津波高さ 2.00 m 

ｈ１ 海水貯留堰外側の底面における水深 4.00 m 

ｈ２ 海水貯留堰外側の天端面における水深 2.00 m 

ｈ３ 海水貯留堰内側の底面における水深 2.00 m 

Ｐｃ 衝突荷重（荷重分担延長考慮） 407.7 kN/m 

Ｐｄ 動水圧合力（荷重分担延長考慮） 72.3 kN 

Ｐｔ 遡上津波荷重（荷重分担延長考慮） ― kN/m 

Ｐｈｙ 津波荷重（静水圧）（荷重分担延長考慮） 33.6 kN/m 

ｖ 海水貯留堰位置での津波最大流速 6.00 m/s 

Ｗｃ 漂流物の重量 10 kN 

ｙ 動水圧の作用高さ 0.91 m 

γw 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1030  kg/m3 

Ｇ 固定荷重 61.0 kN 

ＫＳｄ 
余震荷重（水平方向慣性力） 31.7 kN 

余震荷重（鉛直方向慣性力） 18.3 kN 

σｓａ 短期許容曲げ応力度 277 N/mm2 

Ｚ 断面係数 0.0108 m3 

Ａ 有効断面積 0.0403 m2 

τａ 短期許容せん断応力度 157 N/mm2 

κ 

せん断応力の分布係数（パイプ型断面の場合） 2.0 － 

せん断応力の分布係数（矩形断面の場合） 1.5 － 

せん断応力の分布係数（接合部の場合） 1.5 － 
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5. 強度評価結果 

5.1 津波時 

 評価対象部位ごとに津波時の評価結果を示す。 

 断面①及び断面②において，津波時の 2次元静的フレーム解析に設定した水平方向地盤反力

係数を図 2.3－5－1及び図 2.3－5－2 に示す。 

 

  

（a）地盤ばね 1 （b）地盤ばね 2 

 

 

（c） 地盤ばね 1及び地盤ばね 2 の比較 

 

図 2.3－5－1 水平方向地盤反力係数（断面①） 
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（a）地盤ばね 1 （b）地盤ばね 2 

 

 

 

（c）地盤ばね 1 及び地盤ばね 2の比較 

 

 

図 2.3－5－2 水平方向地盤反力係数（断面②） 
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5.1.1 鋼管矢板 

津波時における海水貯留堰鋼管矢板の解析結果を示す。なお，海水貯留堰の取水護岸側

の端部の鋼管矢板は，止水ゴム等の付属物によって受圧面積が大きくなるため作用外力が

一般部と比較して大きくなる。鋼管矢板の強度評価においては，その荷重増分を考慮しな

い鋼管矢板（一般部）と，その荷重増分を考慮する鋼管矢板（端部）に対する評価結果を

それぞれ整理する。 

 

  (1) 鋼管矢板（一般部） 

断面①及び断面②における発生断面力（曲げモーメント及びせん断力）を図 2.3－5－3

及び図 2.3－5－4 に示す。 
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(a)地盤ばね 1(津波時） 

 

  

 

(b)地盤ばね 2（津波時） 

 

図 2.3－5－3 発生断面力（断面①）  
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(a)地盤ばね 1(津波時） 

 

  

 

(b)地盤ばね 2（津波時） 

 

図 2.3－5－4 発生断面力（断面②） 
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    a. 曲げ軸力に対する照査 
鋼管矢板に対して許容応力度法による照査を行った結果，曲げ軸応力が短期許容応力

度以下であり，照査結果が 1 を下回ることを確認した。断面計算に用いた鋼管矢板

（SKY490）の断面諸元を表 2.3－5－1 に，曲げ軸力に対する照査結果を表 2.3－5－2に

示す。なお，照査に用いた断面積及び断面係数は鋼管矢板延長 1m あたりの値とする。 
 

 

表 2.3－5－1 鋼管矢板（SKY490）の断面諸元 

断面 
板厚 

(㎜) 

断面積 

（m2/m） 

断面係数 

（m3/m） 
備考 

断面① 
14 3.29×10-2 8.81×10-3 

鋼管矢板の外側に対して腐食

代 1.0mm を考慮 断面② 

 

 

表 2.3－5－2（1） 曲げ軸力に対する照査結果（断面①） 

解析ケース 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 1 822 37 95 277 0.35 

地盤ばね 2 822 37 95 277 0.35 

 

 

表 2.3－5－2（2） 曲げ軸力に対する照査結果（断面②） 

解析ケース 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 1 1195 37 137 277 0.50 

地盤ばね 2 1000 37 115 277 0.42 
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    b. せん断力に対する照査 
鋼管矢板に対して許容応力度法による照査を行った結果，せん断応力が短期許容応力

度以下であり，照査結果が 1 を下回ることを確認した。せん断力に対する照査結果を表

2.3－5－3に示す。 

 

表 2.3－5－3（1） せん断力に対する照査結果（断面①） 

解析ケース 
せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容応力度 

(N/mm2) 
照査値 

地盤ばね 1 452 28 157 0.18 

地盤ばね 2 452 28 157 0.18 

 

表 2.3－5－3（2） せん断力に対する照査結果（断面②） 

解析ケース 
せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容応力度 

(N/mm2) 
照査値 

地盤ばね 1 452 28 157 0.18 

地盤ばね 2 452 28 157 0.18 

 

 

   (2) 鋼管矢板（端部） 

     津波時と重畳時（重畳時 2）を比較して，重畳時（重畳時 2）における作用外力が大き

いため，津波時の検討を省略する。 

 

 

5.1.2 止水ゴム取付部鋼材 

津波時と重畳時（重畳時 1）を比較して，重畳時（重畳時 1）における作用外力が大きい

ため，津波時の検討を省略する。 

 

5.1.3 止水ゴム 

津波時と重畳時（重畳時 2）を比較して，重畳時（重畳時 2）における相対変位が大きい

ため，津波時の検討を省略する。 
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5.2 重畳時 

 評価対象部位ごとに重畳時の評価結果を示す。 

 

5.2.1 1 次元有効応力解析結果 

  (1) 断面① 

断面①における 1 次元有効応力解析結果から地表面最大加速度，地表面最大変位，最大

せん断ひずみをまとめたものを表 2.3－5－4の 1次元有効応力解析結果に示す。 
表 2.3－5－4より，断面①における地盤ばねは，「③地盤物性のばらつきを考慮（－1σ）

した解析ケース」に基づき設定する。地盤ばねはそれぞれ，地表面加速度最大発生時刻，

地表面変位最大発生時刻，せん断ひずみ最大発生時刻における平均有効主応力σ'm 及びせ

ん断ひずみγの深度分布により求められる地盤剛性を用いて地盤ばねを設定する。 
水平相対変位の最大値を示す地盤変位分布を図 2.3－5－5 に，水平方向地盤反力係数を

図 2.3－5－6 に示す。 

 

表 2.3－5－4 1 次元有効応力解析結果（断面①） 

 

解析ケース 
① ② ③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつ

き（＋1σ）を考

慮した解析ケース 

地盤物性のばらつ

き（－1σ）を考

慮した解析ケース 

地盤ばね 3 
地表面最大加速度 

(m/s2) 
3.96 3.87 4.06 

地盤ばね 4 
地表面最大変位 

(cm) 
2.7 2.2 3.2 

地盤ばね 5 最大せん断ひずみ 5.06×10-4 4.22×10-4 6.20×10-4 

 

 

図 2.3－5－5 地盤変位分布図（断面①） 
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（a）地盤ばね 3 （b）地盤ばね 4 （c）地盤ばね 5 

 

 

 

(d)地盤ばね 3，地盤ばね 4 及び地盤ばね 5 の比較 

 

図 2.3－5－6 水平方向地盤反力係数（断面①） 
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各地盤ばねケースにおいて構造物に作用させる慣性力は，地表面最大加速度から設計震

度を求め，構造物全体に適用する。各地盤ケースでの設計震度を表 2.3－5－5 に示す。 

表 2.3－5－5 の水平震度を用いて，次式により算出した重畳時の海水貯留堰天端及び設

置地盤標高での動水圧を表 2.3－5－6 及び表 2.3－5－7 に示す。 

 

Ｐd(ｚ)＝7／8×γw×ｋh×√(ｈ・ｚ) 

ここで，γw ：水の単位体積重量（kN/m3） 

ｋh ：水平震度 

ｈ ：水深（m） 

ｚ ：水面から動水圧を求める点までの深さ（m） 

 

表 2.3－5－5 各地盤ケースでの設計震度（断面①） 

解析ケース 水平震度 鉛直震度 

地盤ばね 3 

0.42 0.30 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 

 

 

 

表 2.3－5－6（1） 動水圧（海水貯留堰内：断面① 重畳時 1） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

内水位

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 -3.5 -5.5 0.0 7.4 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 

 

表 2.3－5－6（2） 動水圧（海水貯留堰外：断面① 重畳時 1） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

入力津波 

高さ 

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 0.5 -5.5 0.0 7.4 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 
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表 2.3－5－7（1） 動水圧（海水貯留堰内：断面① 重畳時 2） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

内水位

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 -3.5 -5.5 0.0 7.4 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 

 

表 2.3－5－7（2） 動水圧（海水貯留堰外：断面① 重畳時 2） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

入力津波 

高さ 

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 -1.5 -5.5 10.5 14.8 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 
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  (2) 断面② 

断面②における 1 次元有効応力解析結果から地表面最大加速度，地表面最大変位，最大

せん断ひずみをまとめたものを表 2.3－5－8の 1次元有効応力解析結果に示す。 

表 2.3－5－8 より，断面②における地盤ばねは，地表面加速度が最大，地表面変位が最

大，せん断ひずみ最大が発生する「③地盤物性のばらつきを考慮（－1σ）した解析ケース」

に基づき設定する。地盤ばねはそれぞれ，地表面加速度最大発生時刻，地表面変位最大発

生時刻，せん断ひずみ最大発生時刻における平均有効主応力σ'm 及びせん断ひずみγの深

度分布により求められる地盤剛性を用いて地盤ばねを設定する。 
 各地盤ばねケースのうち，水平相対変位の最大値を示すケースでの地盤変位分布を図

2.3－5－7に，水平方向地盤反力係数を図 2.3－5－8 に示す。 

 

表 2.3－5－8 1 次元有効応力解析結果（断面②） 

解析ケース 

① ② ③ 

基本ケース 
地盤物性のばらつ
き（＋1σ）を考慮
した解析ケース 

地盤物性のばらつ
き（－1σ）を考慮
した解析ケース 

地盤ばね 3 
地表面最大加速度 

(m/s2) 
4.43 4.35 5.04 

地盤ばね 4 
地表面最大変位 

(cm) 
4.7 3.9 6.0 

地盤ばね 5 最大せん断ひずみ 3.31×10-3 2.53×10-3 4.23×10-3 

 

 

 

図 2.3－5－7 地盤変位分布図（断面②） 
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（a）地盤ばね 3 （b）地盤ばね 4 （c）地盤ばね 5 

 

 

 

(d)地盤ばね 3，地盤ばね 4 及び地盤ばね 5 の比較 

 

図 2.3－5－8  水平方向地盤反力係数（断面②） 
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 各地盤ばねケースにおいて構造物に作用させる慣性力は，地表面最大加速度から設計

震度を求め，構造物全体に適用する。各地盤ケースでの設計震度を表 2.3－5－9に示す。 

 表 2.3－5－9の水平震度を用いて，次式により算出した重畳時の海水貯留堰天端及び設

置地盤標高での動水圧を表 2.3－5－10 及び表 2.3－5－11 に示す。 

 

Ｐd(ｚ)＝7／8×γw×ｋh×√(ｈ・ｚ) 

ここで，γw ：水の単位体積重量（kN/m3） 

ｋh ：水平震度 

ｈ ：水深（m） 

ｚ ：水面から動水圧を求める点までの深さ（m） 

 

 

表 2.3－5－9 各地盤ケースでの設計震度（断面②） 

解析ケース 水平震度 鉛直震度 

地盤ばね 3 

0.52 0.30 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 

 

 

表 2.3－5－10（1） 動水圧（海水貯留堰内：断面② 重畳時 1） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

内水位

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 -3.5 -5.5 0.0 9.2 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 

 

表 2.3－5－10（2） 動水圧（海水貯留堰外：断面② 重畳時 1） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

入力津波 

高さ 

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 0.5 -5.5 0.0 9.2 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 
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表 2.3－5－11（1） 動水圧（海水貯留堰内：断面② 重畳時 2） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

内水位

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 -3.5 -5.5 0.0 9.2 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 

 

表 2.3－5－11（2） 動水圧（海水貯留堰外：断面② 重畳時 2） 

解析ケース 

海水貯留堰 

天端高 

（T.M.S.L.） 

入力津波 

高さ 

（T.M.S.L.） 

設計 

海底面 

（T.M.S.L.） 

海水貯留堰 

天端動水圧 

（kN/m2） 

設計海底面 

での動水圧 

（kN/m2） 

地盤ばね 3 

-3.5 -1.5 -5.5 13.0 18.4 地盤ばね 4 

地盤ばね 5 
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5.2.2 鋼管矢板 

重畳時における鋼管矢板の解析結果を以下に示す。なお，重畳時 1 と重畳時 2 を比較し

て，重畳時 2 における作用外力が大きいため，重畳時 2における鋼管矢板の評価結果を示

す。海水貯留堰の取水護岸側端部の鋼管矢板は，止水ゴム等の付属物によって受圧面積が

大きくなるため作用外力が一般部と比較して大きくなる。鋼管矢板の強度評価においては，

その荷重増分を考慮しない鋼管矢板（一般部）と，その荷重増分を考慮する鋼管矢板（端

部）に対する評価結果をそれぞれ整理する。 

 

   (1) 鋼管矢板（一般部） 

地盤ばねの設定に用いた地盤物性を表 2.3－5－12 に,断面①及び断面②における余震

（Ｓｄ－１）による発生断面力（曲げモーメント及びせん断力）を図 2.3－5－9 及び図

2.3－5－10 に示す。  

 

表 2.3－5－12 地盤ばねの設定に用いた地盤物性 

解析ケース 検討断面 地盤物性 

地盤ばね 3 

断面① 
解析ケース③ 

地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 

断面② 
解析ケース③ 

地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 

地盤ばね 4 

断面① 
解析ケース③ 

地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 

断面② 
解析ケース③ 

地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 

地盤ばね 5 

断面① 
解析ケース③ 

地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 

断面② 
解析ケース③ 

地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 
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(a)地盤ばね 3（重畳時 2） 

 

  

(b)地盤ばね 4（重畳時 2） 
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(c)地盤ばね 5（重畳時 2） 

 

図 2.3－5－9 発生断面力（断面①）  
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(a)地盤ばね 3（重畳時 2） 

 

 

  

(b)地盤ばね 4（重畳時 2） 
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(c)地盤ばね 5（重畳時 2） 

 

図 2.3－5－10 発生断面力（断面②） 
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    a. 曲げ軸力に対する照査 

鋼管矢板に対して許容応力度法による照査を行った結果，曲げ軸応力が短期許容応力

度以下であり，照査結果が 1 を下回ることを確認した。曲げ軸力に対する照査結果を表

2.3－5－13 に示す。 

 

表 2.3－5－13（1） 曲げ軸力に対する照査結果（断面①） 

解析ケース 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸 

応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 820 48 95 277 0.35 

地盤ばね 4 820 48 95 277 0.35 

地盤ばね 5 820 48 95 277 0.35 

 

 

表 2.3－5－13（2） 曲げ軸力に対する照査結果（断面②） 

解析ケース 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸 

応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 1258 48 145 277 0.53 

地盤ばね 4 1256 48 144 277 0.52 

地盤ばね 5＊ － － － － － 

注記＊：地盤ばね 3 とは地盤ばね 5は着目時刻がほぼ同じため，1 次元有効応力解析によ

る地盤の応力ひずみ関係から算定する地盤の変形係数が同値になるため照査を省

略する。 
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    b. せん断力に対する照査 

鋼管矢板に対して許容応力度法による照査を行った結果，せん断応力が短期許容応力

度以下であり，照査結果が 1 を下回ることを確認した。せん断力に対する照査結果を表

2.3－5－14 に示す。 

 

表 2.3－5－14(1) せん断力に対する照査結果（断面①） 

解析ケース 
せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 452 28 157 0.18 

地盤ばね 4 452 28 157 0.18 

地盤ばね 5 452 28 157 0.18 

 

表 2.3－5－14(2) せん断力に対する照査結果（断面②） 

解析ケース 
せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 461 29 157 0.19 

地盤ばね 4 461 29 157 0.19 

地盤ばね 5＊ － － － － 

注記＊：地盤ばね 3とは地盤ばね 5は着目時刻がほぼ同じため，1 次元有効応力解析によ

る地盤の応力ひずみ関係から算定する地盤の変形係数が同値になるため照査を

省略する。 

 

 

   (2) 鋼管矢板（端部） 

海水貯留堰の前面鋼矢板側端部は，止水ゴム取付部鋼材等の付属物によって作用外力が

一般部と比較して大きくなる。ここでは，それらの荷重を考慮した前面鋼管矢板端部の評

価結果を示す。地盤ばねの設定に用いた地盤物性を表 2.3－5－15 に示す。なお，地盤ば

ねは及び地盤物性は，照査が最も厳しい条件とした。 

断面①及び断面②における余震（Ｓｄ－１）による発生断面力（曲げモーメント及びせ

ん断力）を図 2.3－5－11 に示す。 

 

表 2.3－5－15 地盤ばねの設定に用いた地盤物性 

検討断面 
解析ケース 

解析ケース 地盤物性 

断面① 地盤ばね 3 地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 

断面② 地盤ばね 3 地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケース 
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図 2.3－5－11(1) 断面①の発生断面力（重畳時 2（鋼管矢板端部）） 

 

  

図 2.3－5－11(2) 断面②の発生断面力（重畳時 2（鋼管矢板端部）） 
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    a. 曲げ軸力に対する照査 

鋼管矢板に対して許容応力度法による照査を行った結果，曲げ軸応力が短期許容応力

度以下であり，照査結果が 1 を下回ることを確認した。曲げ軸力に対する照査結果を表

2.3－5－16 に示す。 

 

表 2.3－5－16（1） 曲げ軸力に対する照査結果（断面①：鋼管矢板端部） 

解析ケース 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸 

応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 948 80 110 277 0.40 

 

 

 

表 2.3－5－16（2） 曲げ軸力に対する照査結果（断面②：鋼管矢板端部） 

解析ケース 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸 

応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 1488 80 172 277 0.63 
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    b. せん断力に対する照査 

鋼管矢板に対して許容応力度法による照査を行った結果，せん断応力が短期許容応力

度以下であり，照査結果が 1 を下回ることを確認した。せん断力に対する照査結果を表

2.3－5－17 に示す。 

 

表 2.3－5－17(1) せん断力に対する照査結果（断面①：鋼管矢板端部） 

解析ケース 
せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 543 33 157 0.22 

 

 

表 2.3－5－17(2) せん断力に対する照査結果（断面②：鋼管矢板端部） 

解析ケース 
せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

地盤ばね 3 559 34 157 0.22 
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5.2.3 止水ゴム取付部鋼材 

止水ゴム取付部鋼材の作用断面力及び照査結果を表 2.3－5－18 から表 2.3－5－23 に示

す。照査に用いる断面力は，海水貯留堰の南側及び北側の止水ゴム取付部鋼材のうち，卓

越する断面力を用いる。なお，重畳時 1と重畳時 2 を比較して，重畳時 1における作用外

力が大きいため，重畳時 1 における止水ゴム取付部鋼材の評価結果を示す。 

止水ゴム取付部鋼材の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

   (1) スキンプレート 

 

表 2.3－5－18 作用断面力 

曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

せん断力 

（kN） 

0.448 ― 9 

 

表 2.3－5－19 照査結果 

評価項目 
発生応力 

(N/mm2) 

短期許容応力度 

(N/mm2) 
照査値 

曲げモーメント 55 277 0.20 

せん断力 2 157 0.02 
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   (2) リブプレート（海水貯留堰南側 検討断面③） 

  リブプレートの最大照査箇所は，海水貯留堰南側の検討断面③である。 

 

表 2.3－5－20 作用断面力 

最大照査箇所 曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

せん断力 

（kN） 検討箇所 検討断面 

南側 ③ 0.419 ― 5 

 

表 2.3－5－21 照査結果 

評価項目 
最大照査箇所 発生応力 

(N/mm2) 

短期許容応力度 

(N/mm2) 
照査値 

検討箇所 検討断面 

曲げモーメント 南側 ③ 88 277 0.32 

せん断力 南側 ③ 12 157 0.08 

 

 

照査対象箇所 

 

 

  

検討断面

① ② ③

リブプレート

スキンプレート

海水貯留堰

南側 北側

検討箇所
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   (3)  鋼矢板及び鋼管矢板との接合部 

  接合部における最大照査箇所は，海水貯留堰南側の検討断面⑤（リブプレートと前面

鋼矢板接合部）である。 

 

表 2.3－5－22 作用断面力 

最大照査箇所 曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

せん断力 

（kN） 検討箇所 検討断面 

南側 ⑤ 2.09 4 9 

 

表 2.3－5－23 照査結果 

評価項目 
最大照査箇所 発生応力 

(N/mm2) 

短期許容応力度 

(N/mm2) 
照査値 

検討箇所 検討断面 

曲げモーメント 南側 ⑤ 37 105 0.36 

せん断力 南側 ⑤ 6 105 0.06 

 

 

照査対象箇所 

 

  

検討断面

リブプレート

スキンプレート

④
⑤

海水貯留堰

南側 北側

検討箇所
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5.3 まとめ 

「5.1 津波時」及び「5.2 重畳時」による全ての評価項目において，海水貯留堰の評価対象部位

の発生応力及び変形量が許容限界以下であることを確認した。 

 

 

 



 

 
 

海水貯留堰の強度計算書に関する参考資料 



 

 

（参考資料 1）津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性について 

（参考資料 2）止水ゴム取付部鋼材への漂流物の衝突可能性に関する検討 

 別紙 1 止水ゴム取付部鋼材における漂流物の衝突荷重による影響検討 

 別紙 2 海水貯留堰と取水護岸との接続部からの漏水量による影響について 

（参考資料 3）海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

（参考資料 4）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

（参考資料 5）荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法について 
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（参考資料 1）津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性について 

 

1. 検討概要 

海水貯留堰を構成する鋼管矢板については，鋼管杭本体の健全性に加え，継手部の健全性も確

保する必要がある。 

本検討では，余震荷重，津波荷重及び衝突荷重に対して，継手部の健全性が確保されることを

確認する。継手部の健全性は，せん断応力，軸方向応力及び曲げ応力が許容限界以下であること

を確認する。 

 

 

2. せん断応力及び軸方向応力について 

2.1 検討方法 

継手部に対してせん断力及び軸方向力が保守的に作用するよう，荷重を作用させる鋼管の両

端の鋼管が固定された条件を仮定し，継手鋼材及び接合部に対してせん断応力度照査及び軸方

向応力度照査を実施する。検討イメージを図 1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

図 1 検討イメージ（左：直線部，右：隅角部） 

  

軸力 
（作用荷重） 

照査対象の 
接合部 

照査対象の 
継手鋼材 

固定 固定 

固定 

固定 

照査対象の 
接合部 

照査対象の 
継手鋼材 

（作用荷重） 

軸力 せん断力 
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2.2 解析ケース 

水中部については，①津波時に作用する遡上津波荷重及び衝突荷重，②重畳時に作用する遡

上津波荷重及び余震荷重（慣性力及び動水圧）もしくは，③津波荷重（静水圧），余震荷重

（慣性力及び動水圧）及び衝突荷重を作用荷重として考慮する。 

解析ケース及び荷重作用図を表 1 に示す。表 1 に示す分布荷重（kN/m）は，継手を含む鋼管

1 本（幅 1.348m）あたりに作用する分布荷重である。この分布荷重のうち，最も発生せん断力

及び発生軸力が大きくなる位置での荷重の合計値を用いて照査を実施する。 

また，評価は 0°～90°までの継手の取付角度を考慮する。 

なお，土中部については，補足「2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明（参考資

料 1）」において，健全性を確認している。 

 

表 1 解析ケース及び作用荷重 

解析ケース 荷重作用図 荷重の合計値 

① 水中部・津波時 

 

553.5kN/m 

② 水中部・重畳時 1 

 

86.3kN/m 

③ 水中部・重畳時 2 

 

570.4kN/m  

  

海水貯留堰内水位
（海水貯留堰天端高T.M.S.L.－3.5m）

水圧作用高さT.M.S.L.0.5m

衝突荷重

津波波力

（海水貯留堰外側） （海水貯留堰内側）

鋼管矢板

津波高さT.M.S.L. -3.5m

海水貯留堰内水位
（海水貯留堰天端高T.M.S.L.－3.5m）

水圧作用高さT.M.S.L.0.5m

津波波力

動水圧躯体慣性力 動水圧

（海水貯留堰外側） （海水貯留堰内側）

鋼管矢板

津波高さT.M.S.L. -3.5m

海水貯留堰内水位

（海水貯留堰天端高T.M.S.L.－3.5m）

堰内水位＋最大内外水位差T.M.S.L.－1.5m

津波波力動水圧躯体慣性力 動水圧

衝突荷重

（海水貯留堰外側） （海水貯留堰内側）

鋼管矢板

水圧作用高さ
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2.3 せん断力及び軸力の算定 

継手に生じるせん断力及び軸力の算定方法を以下に示す。なお，鋼管矢板が受ける荷重は 2

か所の継手で分担するものとする。なお，継手鋼材に作用するせん断力は，接合部に対して軸

力，継手鋼材に作用する軸力は接合部に対して，せん断力となる。 

 

（1）継手鋼材に対するせん断力の算定方法 

 

Ｓ ＝ Ｐ1 ／ 2  

Ｐ1 ＝ Ｐ×cosθ 

 

ここに， 

Ｓ ：せん断力（kN/m） 

Ｐ1 ：継手軸方向の荷重成分（kN/m） 

Ｐ ：荷重の合計値（kN/m） 

θ ：継手の取付角度（°） 

 

（2） 継手鋼材に対する軸力（軸方向圧縮力及び軸方向引張力）の算定方法 

 

Ｎ ＝ Ｐ2 ／ 2 

Ｐ2 ＝ Ｐ×sinθ 

 

ここに， 

Ｎ ：軸力（軸方向圧縮力及び軸方向引張力）（kN/m） 

Ｐ2 ：継手軸直角方向の荷重成分（kN/m） 

Ｐ ：荷重の合計値（kN/m） 

θ ：継手の取付角度（°） 

 

 

  



（参考）1－4 

（3）せん断力及び軸力の算定結果 

荷重の合計値が最大となる「③水中部・重畳時 2」の荷重に対して，各継手に生じるせん断

力及び軸力を算定した。せん断力及び軸力の算定結果を表 2 に示す。隅角部の算定に用いた継

手の取付角度を図 2に示す。 

 

 

表 2 せん断力及び軸力の算定結果 

 

 

 

図 2 継手の取付角度（隅角部） 

  

284.1

継手11 570.4 90 0.0 570.4 0.0 285.2

継手10 570.4 85 49.7 568.2 24.9

258.5

継手9 570.4 75 147.6 551.0 73.8 275.5

継手8 570.4 65 241.1 517.0 120.6

201.7

継手7 570.4 55 327.2 467.2 163.6 233.6

継手6 570.4 45 403.3 403.3 201.7

147.6 275.5 73.8

241.1 258.5 120.6

継手5 570.4 35 467.2 327.2 233.6 163.6

直線部 継手1 570.4 0 570.4 0.0 285.2 0.0

隅角部

継手2 570.4 5 568.2 49.7

継手4 570.4 25 517.0

284.1 24.9

継手3 570.4 15 551.0

継手鋼材
に対する

軸力

Ｐ θ Ｐ1 Ｐ2 Ｓ Ｎ

作用荷重 作用荷重
継手軸方向

の荷重成分

継手軸直角方向

の荷重成分

継手鋼材
に対する

せん断力

kN/m ° kN/m kN/m kN/m kN/m

継手 1 

継手 11 

継手 2 

継手 3 

継手 4 

継手 5 

継手 6 

継手 7 

継手 8 

継手 9 

継手 10 

作用荷重方向 
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2.4 継手部の断面諸元 

（1）断面性能 

継手部の仕様を図 3 に示す。また，継手鋼材及び接合部の断面積（単位高さあたり）は以下

のとおり。なお，海水貯留堰には海水による腐食防止のため，電気防食を施すが，「港湾の施

設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 版）」に基づき，片面 1 mm＊の腐食代を

考慮する。 

＊ 耐用年数 50年×腐食速度 0.02mm/年＝1mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 継手部の仕様 

 

 

・継手鋼材の断面積Ａ（単位高さあたり） 

Ａ ＝ 継ぎ手部材の板厚 0.007 × 1.0 ＝ 0.007m2/m 

 

・接合部の断面積Ａｙ（単位高さあたり） 

Ａｙ ＝ 0.004 × 1.0 × 2 箇所＝ 0.008m2/m 

 

 

（2）許容応力度 

継手鋼材（STK400 材）の許容応力度を以下に示す。 

短期許容せん断応力度   ：τａ ＝ 120 N/mm2 

短期許容せん断応力度（接合部）  ：τｙａ ＝ 120 N/mm2 

短期許容軸方向圧縮応力度  ：σｃａ ＝ 210 N/mm2 

短期許容軸方向引張応力度  ：σｔａ ＝ 210 N/mm2 

  

接合部のサイズ(ビート幅) 

l=8mm ＊1 

のど厚 

t=5mm 

腐食後のど厚 

t=4mm←断面計算に使用 

照査対象の継手部鋼材の板厚 

l=9mm ＊2 

腐食後 

t=7mm←断面計算に使用 

＊2 

＊1 
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2.5 せん断応力度照査 

継手鋼材及び接合部のせん断応力度照査を行った結果，下記に示すとおり，せん断応力度が

許容せん断応力度以下となることを確認した。なお，せん断応力度の照査は，せん断力が最大

となる「③ 水中部・重畳時 2」の継手鋼材：「継手 1」，接合部：「継手 11」のケースに対

して実施する。 

 

（1）継手鋼材 

τ ＝ Ｓ／Ａ ＝ 285.2kN/m ／ 0.007m2/m ＝ 40.7N/mm2 

τ ＝ 40.7N/mm2 ≦ τａ ＝ 120N/mm2 ・・・O.K. 

 

（2）接合部 

τｙ ＝ Ｓ／Ａ ＝ 285.2kN/m ／ 0.008m2/m ＝ 35.7N/mm2 

τｙ ＝ 35.7N/mm2 ≦ τｙａ ＝ 120N/mm2 ・・・O.K. 

 

 

2.6 軸方向応力度照査 

継手鋼材の軸方向応力度照査を行った結果，下記に示すとおり，軸方向圧縮応力度が短期許

容軸方向圧縮応力度以下となることを確認した。また，接合部の軸方向応力度照査を行った結

果，下記に示すとおり，せん断応力度が許容せん断応力度以下となることを確認した。なお，

軸方向応力度の照査は，軸力が最大となる「③ 水中部・重畳時 2」の継手鋼材：「継手 11」，

接合部：「継手 1」のケースに対して実施する。 

 

（1）継手鋼材（軸方向圧縮力） 

σ ＝ Ｎ／Ａ ＝ 285.2kN/m ／ 0.007m2/m ＝ 40.7N/mm2 

σ ＝ 40.7N/mm2 ≦σｃａ ＝ 210N/mm2 ・・・O.K. 

 

（2）接合部（軸方向引張力） 

τｙ ＝ Ｓ／Ａ ＝ 285.2kN/m ／ 0.008m2/m ＝ 35.7N/mm2 

τｙ ＝ 35.7N/mm2 ≦ τｙａ ＝ 120N/mm2 ・・・O.K. 
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2.7 せん断力及び軸方向力の合成応力度照査 

継手鋼材に作用するせん断力及び軸方向力の合成応力度について次式により照査を行った結

果，表 3 に示すとおり，合成応力度比は基準値（1.2）以下となることを確認した。 

 

（σ／σｔａ）2 ＋ （τ／τａ）2 ≦ 1.2 

 

 

なお，接合部に作用するせん断力及び軸方向力は，それぞれ独立してのど厚面にせん断力と

して作用することから，合成応力度照査は実施していない。 

 

 

 

表 3 せん断応力及び軸方向応力の合成応力度照査（継手鋼材） 

 

 

  

せん断応力度 合成応力度比

(σ/σa)
2
+(τ/τa)

2

kN/m kN/m N/mm2 N/mm2

Ｓ Ｎ τ(S/A) σ(N/A)

軸応力度軸力せん断力

0.0 0.12直線部 継手1 285.2 0.0 40.7

0.11

隅角部

継手2 284.1 24.9 40.6

継手3 275.5 73.8 0.11

継手4 258.5 120.6 36.9

39.4 10.5

3.6

継手8 120.6 258.5 17.2

28.8

36.9

0.10

継手5 233.6 163.6 33.4 23.4 0.09

17.2

0.08

継手7 163.6 233.6 23.4

継手6 201.7 201.7 28.8

0.05

33.4 0.06

継手10 24.9 284.1 3.6

継手9 73.8 275.5 10.5

40.6 0.04

39.4 0.04

40.7 0.04継手11 0.0 285.2 0.0

O.K.

O.K.

O.K.

O.K.

O.K.

判定

O.K.

O.K.

O.K.

O.K.

O.K.

O.K.
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3. 曲げ応力について 

曲げ応力については，継手軸方向の曲げに対して照査する。曲げによって鋼管外縁が短期許容

応力度に達した場合を仮定しても，継手部に生じる曲げ応力度は短期許容応力度以下となる。図

4 に鋼管と継手部の応力分布を示す。 

 

 

 

図 4 鋼管及び継手鋼材の応力分布 

 

 

鋼管外縁が短期許容応力度に達した場合の継手部の応力度を算出すると，以下のとおりとなる。 

 

・鋼管外縁での応力度（SKY490 の短期許容応力度） 

σａ ＝ 277N/mm2 

 

・継手部に生じる応力度 

σｔ ＝ 277 × 82.6 ／ 550 ＝ 41.6N/mm2 ≦ 210N/mm2（STK400 の短期許容応力度） 

 

 

 

  

1100mm 
82.6mm 

550mm 

+σa=277N/mm
2 

82.6ε/550 σt=41.6N/mm
2 

-σ
a
=277N/mm

2
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4. 継手部の漏水量評価 

 4.1 評価方針 

   設置変更許可申請書同様に，貯留堰の継ぎ手部における漏水量については，文献 1)を参考に，

海水貯留堰接続部の仕様が Case1 の P-P 継手であることから，図 5 に示す鋼管矢板継手部の遮

水性能試験結果より，鋼管矢板継ぎ手部の換算透水係数を 1.0×10-5（cm/sec）と保守的に設

定し評価を行う。 

 

 

 

 

図 5 鋼管矢板継手部の遮水性能試験結果 1) 

 

 参考 1)斎藤ほか：鋼管矢板継手の遮水性能評価試験：土木学会第 56 回年次学術講演会

（平成 13 年 10 月） 

 

  



（参考）1－10 

4.2 評価結果 

 海水貯留堰の構造を図 6 に示す。継手構造は，保守的に貯留堰全周にあると仮定して計算を

行う。評価時間は，基準津波による補機取水槽内の津波高さが海水貯留堰の天端標 T.M.S.L.-

3.5m を下回る継続時間を考慮して，16 分とする。 

継手部における漏水量は，下記の計算結果に示すとおり，貯留量（8000m3）に対して，十分

に小さいことを確認した。 

 

漏水量 Q=換算透水係数 ke（m/sec）×動水勾配 i×全周 L(m)×高さ H(m)×時間 t（sec） 

＝（1.0×10-5×10-2）×（2／0.5）×171.3×2×（16×60）≒ 0.14(m3) 

 

     

 

 

(a) 海水貯留堰の平面図 

 

(b) Ａ－Ａ断面図 (c) Ｂ－Ｂ断面図 

 

                             (ｄ) 鋼管矢板継手部平面図                   （単位：mm） 

図 6 海水貯留堰の構造概要  

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

海水貯留堰

（単位：mm）

Ａ部（取水護岸接続部）

海水貯留堰 
海水貯留堰 

前面鋼矢板 

（SP－Ⅳ型 SY295） 

鋼管矢板（SKY490） 

φ1100mm，t＝14mm 

鋼管矢板継手 
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5. まとめ 

鋼管矢板継手部は，余震荷重，津波荷重及び衝突荷重に対して，せん断応力，軸方向応力，合

成応力度，曲げ応力度が照査基準以下となるとともに，漏水量が貯留量に対して十分小さくなる

ことから，海水貯留堰の止水性は確保されることを確認した。 
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（参考資料 2）止水ゴム取付部鋼材への漂流物の衝突可能性に関する検討 

 

1. 検討概要 

止水ゴム取付部鋼材は，海水貯留堰本体の鋼管矢板と取水護岸の前面鋼矢板の接続箇所である

非常に狭隘な海中に設置される構造物である。当該箇所は海中の狭隘な空間であることから，海

水貯留堰の止水ゴム取付部鋼材については，強度計算に用いる荷重組み合わせにおいて，偶発荷

重としての衝突荷重を考慮しない整理をしている（補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関す

る補足説明」）。 

本資料では，止水ゴム取付部鋼材の設置状況と衝突対象となりえる漂流物の寸法・形状を整理

することで，当該箇所への漂流物の衝突可能性について考察し，強度計算に用いる荷重組み合わ

せにおける衝突荷重の必要性について判断する。 

 

2. 止水ゴム取付部鋼材の構造 

海水貯留堰の平面配置を図 1（1）に示す。止水ゴム取付部鋼材は，鋼管矢板（海水貯留堰本

体）と前面鋼矢板（取水護岸）の接続箇所である非常に狭隘な海中に設置される構造物である。

海水貯留堰は，高さ 2m，延長約 170m（南北方向：約 92m，東西方向：約 40m）の構造物である

が，そのうち止水ゴム取付部鋼材は南北両端の鋼管矢板と前面鋼矢板の接続部に設置される。 

鋼管矢板と前面鋼矢板の南側接続部における止水ゴム取付部鋼材を図 1（2）に示す。鋼管矢

板と前面鋼矢板の離隔距離は南側 1.172m，北側 0.839m であり，この間に設置される止水ゴム取

付部鋼材は非常に狭隘な部位となっている。 

海水貯留堰の断面図を図 2 に示す。止水ゴム取付部鋼材を含む海水貯留堰は，海底面

（T.M.S.L.-5.5m）から高さ 2.0m（天端高さ：T.M.S.L.-3.5m）の構造物であり，通常時は全て

海中に没している。 

 

 

 

図 1（1） 海水貯留堰の平面図 
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図 1 (2) 海水貯留堰の平面図（南側接続部 止水ゴム取付部鋼材） 

 

 

 

図 2 海水貯留堰の断面図 

 

  

止水ゴム 

鋼管矢板（SKY490） 

φ1100mm，t＝14mm 

前面鋼矢板（SP－Ⅳ型 SY295） 

止水ゴム 

取付部鋼材（SM490） 

鋼管矢板と 

前面鋼矢板の離隔距離 

（1.172m） 

海水貯留堰 

止水ゴム取付部鋼材（南側） 

前面鋼矢板 

（SP－Ⅳ型 SY295） 

高さ 2m 
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3. 止水ゴム取付部鋼材への漂流物の衝突可能性の検討 

 3.1 漂流物の寸法・形状 

   海水貯留堰における代表的な漂流物は，KK7 補足-019-02「4.7 漂流物衝突を考慮した津波

防護施設の設計について」に基づき，航行不能船舶・軽車両・保安林が挙げられる。柏崎刈羽

原子力発電所における代表的な漂流物の形状概要を図 3に，漂流物の寸法一覧を表 1に示す。 

 

 

注：航行不能船舶については，排水トン数 15ｔ船舶の一般的な寸法及び形状を示す。 

図 3 (1) 海水貯留堰における代表的な漂流物の形状概要（航行不能船舶） 

 

 

 

注：KK7 補足-019-02「津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料」より引用。 

図 3 (2) 海水貯留堰における代表的な漂流物の形状概要（軽車両） 

  

長さ 約15m

喫水深 約1m

幅 約4m

全長 3.395m全幅 約1.475m

全
高

1
.
6
5
0
m

全
幅

1
.
4
7
5m

全長 3.395m
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注：保安林は，構内陸上遡上域の植生調査結果（平均直径 17.0 ㎝，平均樹高 7.4m） 

を元に，建築空間の緑化手法（1985）の算定式より，枝葉を含めた重量として算 

定している。 

図 3 (3) 海水貯留堰における代表的な漂流物の形状概要（保安林） 

 

 

表 1 漂流物の寸法一覧 

代表的な漂流物 
長さ 

[m] 

幅 

[m] 

高さ 

[m] 

航行不能船舶 約 15m 約 4m - 

軽自動車 3.395 1.475 1.650 

保安林 2m 以上 2m 以上 7.4 

 

 

  

平均樹高
7.4m

長さ・幅
2m以上
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3.2 漂流物の衝突可能性 

   止水ゴム取付部鋼材は，海水貯留堰本体の鋼管矢板と取水護岸の前面鋼矢板の接続箇所であ

る非常に狭隘な海中に設置される構造物である。 

鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔距離を表 2 に，鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔距離の大きい南側

の接続部を例に，止水ゴム取付部鋼材に軽自動車が近接した時の状況を図 5 に示す。 

図 5 に示すとおり，止水ゴム取付部鋼材は，鋼管矢板と前面鋼矢板間の狭隘部に位置してお

り，離隔距離は南側で約 1.172m 程度であるため，様々な衝突角度を想定したとしても形状的

に衝突しえないことが確認できる。 

 また，代表的な漂流物の寸法と鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔距離の関係を比較したものを表

3 に示す。代表的な漂流物が止水ゴム取付部鋼材へ衝突する可能性を形状的な観点から比較し

た結果，いずれの漂流物についても衝突する可能性がないことを確認した。 

 

 

表 2 鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔距離 

接続部の位置 鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔距離 

北側 0.839m 

南側 1.172m 

 

 

 

 
図 5 (1)  止水ゴム取付部鋼材に軽自動車が近接した時の状況（平面図） 

 

海水貯留堰
（外側）

海水貯留堰
（内側）

鋼管矢板と
前面鋼矢板の離隔距離
（1.172m）

軽自動車の幅
（1.475m）

軽自動車の長さ（3.395m）
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図 5 (2)  止水ゴム取付部鋼材に軽自動車が近接した時の状況（鳥瞰図） 

 

 

表 3 止水ゴム取付部鋼材への衝突可能性の検討結果 

代表的な漂流物 
長さ 

[m] 

幅 

[m] 

高さ 

[m] 

衝突有無 

(○：衝突有り,×：衝突無し) 

（参考） 

鋼管矢板と前面鋼矢板

の離隔距離（南側） 

1.172 - 

航行不能船舶 約 15m 約 4m - × 

軽自動車 3.395 1.475 1.650 × 

保安林 2m 以上 2m 以上 7.4 × 

 

  

3.395m

1.475m

1.650m

1.475m

3.395m

1.650m

1.475m

3.395m
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5. まとめ 

  海水貯留堰のうち，止水ゴム取付部鋼材については，漂流物の形状及び取水護岸接続部への漂

流物の衝突形態より漂流物は衝突しないため，衝突荷重を考慮しないことが妥当であることを確

認した。 
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別紙 1 

止水ゴム取付部鋼材における漂流物の衝突荷重による影響検討 

 

1. 概要 

海水貯留堰の強度計算における荷重の組合せにあたっては，補足「1.5 津波防護施設の強度

計算書における津波荷重，余震荷重及び衝突荷重の組合せについて」に示すとおり，施設の配置

や評価対象部位を踏まえて，津波荷重，余震荷重及び衝突荷重を適切に組み合わせることとして

いる。 

荷重の組合せの考え方を表 1 に示す。衝突荷重は，それぞれの荷重が同時に作用する可能性は

小さく，それぞれの最大荷重の継続時間は短期間であるものの，安全側の評価を行う観点から，

津波時及び重畳時 2において考慮することになるが、海水貯留堰のうち止水ゴム取付部鋼材への

衝突荷重は，施設の配置上の特徴を考慮すると，補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する

補足説明 （参考資料 2）」に示すとおり，非常に狭隘な空間であることを踏まえ，考慮する必

要がないものと判断している。 

代表的な漂流物のうち保安林については，KK7 補足-019-02「4.7 漂流物衝突を考慮した津波

防護施設の設計について」に示すとおり，海底が露出する基準津波 2の地震発生後 2 時間付近の

時間帯で，港湾内露出範囲に侵入しないことが確認されるものの，その後の繰り返しの津波によ

り「前面海域」から海水貯留堰付近まで漂流する可能性が否定できない。 

そこで，本資料では，止水ゴム取付部鋼材に保安林が「前面海域」から衝突する可能性を踏ま

え，道路橋示方書に基づき算定した衝突荷重を考慮した影響について検討する。 

 

表 1 荷重の組合せの考え方 

区分 組合せ 

津波荷重 

余震荷重 

Ｓｓｄ 

衝突荷重 

Ｐｃ 
遡上津波荷重 

Ｐｔ 

津波荷重 

（静水圧） 

Ｐｈｙ 

津波時 
津波荷重 

＋衝突荷重 
〇 － － 〇 

重畳時 1 
津波荷重 

＋余震荷重 
〇 － 〇 － 

重畳時 2 

津波荷重 

＋余震荷重 

＋衝突荷重 

－ 〇 〇 〇 
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2. 検討方法 

表 2 に比較ケースの概要を示す。 

補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明」（以下，「強度計算書」という。）

では，海水貯留堰のうち止水ゴム取付部鋼材における荷重の組合せは，「津波時，重畳時 1，重

畳時 2」の 3 ケースのうち，作用外力の大きい照査値クリティカルケースとして，「重畳時 1」

における評価（以下「基本ケース」という。）を実施している。 

本資料では，衝突荷重を考慮する影響検討ケースとして，表 2 に示す「津波時，重畳時 2」の

2 ケースについて確認することとする。 

影響検討に用いる漂流物衝突荷重を表 3に示す。 

 

表 2 比較ケースの概要 

ケース名 衝突荷重 荷重の組合せ 照査値クリティカルケース 

基本ケース 

（強度計算書） 
－ 

津波時 

重畳時 1 重畳時 1 

重畳時 2 

影響検討ケース 

（本資料） 
〇 

津波時 津波時 

重畳時 2 重畳時 2 

 

表 3 影響検討に用いる漂流物衝突荷重 

対象漂流物 重量 
漂流物の 

存在位置 
適用式 漂流物衝突荷重[kN] 

保安林 約 140kg 前面海域 道路橋示方書 1 
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3. 影響検討結果 

止水ゴム取付部鋼材における作用断面力及び照査結果の比較表を表 4に示す。照査結果につい

ては，取水護岸の南側，北側及び，各検討断面のうち，各照査部位において一番厳しい照査値を

示している。 

照査の結果，作用外力の大きい照査値クリティカルケースである基本ケース（漂流物の衝突荷

重を考慮していないケース）と同様に，保安林による漂流物の衝突荷重を考慮した場合であって

も，影響検討ケースの発生応力は許容限界以下となることを確認した。 
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表 4 (1) 作用断面力及び照査結果の比較表（曲げモーメント） 

ケース名 

照査値 

クリティカル 

ケース 

照査対象部位 
最大照査箇所 発生応力 

（N/mm2） 

短期許容応力度 

（N/mm2） 
照査値 

検討箇所 検討断面 

基本ケース 重畳時 1 

スキンプレート 南側，北側 － 55 277 0.20 

リブプレート 南側，北側 ③ 88 277 0.32 

接合部 南側 ⑤ 37 105 0.36 

影響検討ケース 

津波時 

スキンプレート 南側，北側 － 37 277 0.14 

リブプレート 南側，北側 ③ 84 277 0.31 

接合部 南側 ⑤ 32 105 0.31 

重畳時 2 

スキンプレート 南側，北側 － 49 277 0.18 

リブプレート 南側，北側 ③ 105 277 0.38 

接合部 南側 ⑤ 38 105 0.37 

 

 

表 4 (2) 作用断面力及び照査結果の比較表（せん断力） 

ケース名 

照査値 

クリティカル 

ケース 

照査対象部位 
最大照査箇所 発生応力 

（N/mm2） 

短期許容応力度 

（N/mm2） 
照査値 

検討箇所 検討断面 

基本ケース 重畳時 1 

スキンプレート 南側，北側 － 2 157 0.02 

リブプレート 南側 ③ 12 157 0.08 

接合部 南側 ⑤ 6 105 0.06 

影響検討ケース 

津波時 

スキンプレート 南側，北側 － 2 157 0.02 

リブプレート 南側，北側 ③ 11 157 0.08 

接合部 南側 ⑤ 5 105 0.05 

重畳時 2 

スキンプレート 南側，北側 － 2 157 0.02 

リブプレート 南側，北側 ③ 13 157 0.09 

接合部 南側 ⑤ 5 105 0.05 

 

 

 

照査対象箇所 

  

検討断面

① ② ③

④
⑤

海水貯留堰

南側 北側

検討箇所

リブプレート

スキンプレート
４ 
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4. まとめ 

  止水ゴム取付部鋼材の発生応力は，保安林による衝突荷重を考慮した場合であっても，許容限

界に対して十分小さく，その影響は小さいことを確認した。 
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別紙 2 

海水貯留堰と取水護岸との接続部からの漏水量による影響について 

 

1. 概要 

海水貯留堰のうち止水ゴム取付部鋼材への衝突荷重は，施設の配置上の特徴を考慮すると，補

足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 2）」に示すとおり，非常に

狭隘な空間であることを踏まえ，設計上考慮しない整理としている。 

別紙 1「止水ゴム取付部鋼材における漂流物の衝突荷重による影響検討」では，代表的な漂流

物のうち保安林については，繰り返しの津波により「前面海域」から海水貯留堰付近まで漂流す

る可能性を考慮し，止水ゴム取付部鋼材に保安林が「前面海域」から漂流して衝突することを想

定した場合であっても，発生応力は許容限界以下となり，その影響は小さいことを確認した。 

本資料では，さらなる保守的な確認の観点から，海水貯留堰と取水護岸との接続部の貯留機能

が喪失した場合を想定し，接続部からの漏水量が海水貯留堰貯水量へ与える影響について検討す

る。 
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2. 検討方針 

図 1 に示す検討フローに従って検討を行う。 

海水貯留堰と取水護岸との接続部からの漏水量については，設置変更許可申請書の津波水位評

価で示した平面 2 次元モデルによる津波シミュレーション結果に基づき，海水貯留堰の接続部の

堰外水位が，海水貯留堰天端（T.M.S.L.－3.5m）を下回る時間内において，堰内水位との水位差

と開口幅等の関係から水理公式（ベルヌイの定理）を用いて算定し，海水貯留堰の有効貯水量か

ら漏水量を減じた残留貯水量が，原子炉補機冷却海水ポンプの継続運転のための必要貯水量を上

回ることを確認する。 

漏水量については，漂流物の衝突有無や接続部の残存状況にかかわらず接続部が全て喪失した

状態を仮定し，鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔距離を開口幅とした保守的な開口部面積を用いて算

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 検討フロー 

  

津波シミュレーション結果に基づく 

堰外水位の抽出 

水理公式（ベルヌイの定理）を用いた 

接続部からの漏水量の算定 

残存貯水量【海水貯留堰の有効貯水量－漏水量】と 

必要貯水量との比較 
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3. 検討方法 

（１） 堰外水位の抽出 

 海水貯留堰の接続部からの漏水量の算定にあたっては，設置変更許可申請書の津波水位評価

で示した平面 2 次元モデルによる津波シミュレーション結果のうち，海水貯留堰の前面の水位

が天端高さよりも低くなる継続時間が長い基準津波 2 を代表とし，堰外水位の抽出位置は，図

2 に示す接続部付近の水位時刻歴とする。 

 図 3に，堰外水位時刻歴図を示す。漏水量の算定にあたっては，南側と北側の両方の堰外水

位が海水貯留堰の天端高さ T.M.S.L.－3.5m を下回り，海水貯留堰の天端高さまで水位が回復

するまでの時間に着目して算定する。 

 

 

図 2 堰外水位の抽出位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 堰外水位時刻歴図（基準津波 2） 

 

 

 

 

 

7 号機 6 号機 

拡大図 
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（２） 漏水量の算定方法 

 漏水量については，漂流物の衝突有無や接続部の残存状況にかかわらず接続部が全て喪失

した状態を仮定し，鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔距離を開口幅とした保守的な開口部面積を

用いて算定する。 

海水貯留堰の鋼管矢板と前面鋼矢板との接続部（南側）を図 4 に示す。 

鋼管矢板と前面鋼矢板との離隔距離は南側が 1.172m，北側が 0.839m であるため，漏水量の

算定にあたっては，開口部面積が大きい方がより漏水量を保守的に評価することになること

を踏まえ，南側及び北側の接続部の開口幅を 1.172m とする。 

更に，南側と北側の接続部の貯留機能が同時に喪失する可能性は極めて小さいと考えられ

るが，接続部が全て消失した状態を仮定した上で南側と北側の2箇所からの漏水を想定した算

定を実施する。 

 

 

 

図 4 海水貯留堰の平面図（南側接続部 止水ゴム取付部鋼材） 

 

 

開口部からの漏水量 Q は，以下の式で算定する。なお，漏水量の算定にあたっては，堰内水位

条件として，保守的に原子炉補機冷却海水ポンプ稼働に伴う堰内水位低下量を考慮しないことと

する。 

 ∆Q = 𝑉1 × 𝐴 × ∆𝑡 
 ここで， 

  ΔQ：漏水量（m3） 

  A：漏水が生じる開口部面積（m2）（A=開口幅 1.172m×堰内水位高さ） 

  Δt：経過時間（s） 

  V1：漏水箇所からの流速（m/s） 

 

止水ゴム 

鋼管矢板（SKY490） 

φ1100mm，t＝14mm 

前面鋼矢板（SP－Ⅳ型 SY295） 

止水ゴム 

取付部鋼材（SM490） 

鋼管矢板と 

前面鋼矢板の離隔距離 

（1.172m） 
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 漏水箇所からの流速 V1は，ベルヌイの定理より以下の式で算定する。 

 𝐻0＝𝐻1 + 𝑉12 2𝑔⁄ + ｆ𝑒 × 𝑉12 2𝑔⁄  

 𝑉1＝ {2𝑔 × (𝐻0 − 𝐻1) (1 + ｆ𝑒 )⁄ }1 2⁄
 

 ここで， 

  H0：堰内水位高さ（m） （漏水に伴う堰内水位の減少を考慮する） 

  H1：堰外水位高さ（m） （津波シミュレーション結果を引用する） 

  fe：急縮損失係数（=0.5）（火力原子力発電所土木構造物の設計-増補改訂版-） 

  g：重力加速度（m/s2） 
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4. 検討結果 

  図 5 に漏水量の経時変化図を，図 6に残存貯水量及び堰内外水位の経時変化図を示す。海水貯

留堰の有効貯水量から漏水量を減じた残存貯水量を算定した結果，最小残存貯水量は 3,820m3で

あり，原子炉補機冷却海水ポンプの継続運転のための必要貯水量約 2,880m3に対して余裕がある

ことを確認した。 

  また，KK7 補足-019-2「津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 5.3 スロッシング

による海水貯留堰貯水量に対する影響評価について」に示すとおり，水平 2 方向同時加振した場

合のスロッシングによる溢水量 369m3を考慮しても，最小残存貯水量は 3,820-369=3,451m3であ

ることから，必要貯水量約 2,880m3に対して余裕があることを確認した。 

 

 

 

図 5 漏水量の経時変化図（基準津波 2） 

 

 

 

図 6 残存貯水量及び堰内外水位の経時変化図 
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5. まとめ 

  海水貯留堰と取水護岸との接続部について漏水を想定した場合においても，残存貯水量は必要

貯水量を上回っており，海水貯留堰の貯留機能は維持できることを確認した。 
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（参考資料 3）海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

 

1. 概要 

本参考資料では，海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重（止水ゴム取付

部鋼材の地震時慣性力，動水圧，遡上津波荷重，津波荷重（静水圧）及び止水ゴム作用力）の算

出結果を示す。 

 

2. 水平震度 

止水ゴム取付部鋼材の強度評価で，慣性力及び動水圧の算定に用いる水平震度ｋｈは，1 次元

有効応力解析から抽出した地表面最大水平加速度αより算出する。 

抽出断面は補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 3.2.1 評価対象断面」に

示す断面①及び断面②を選定する。 

入力地震動は補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 3.5.2 重畳時（1）鋼

管矢板 c. 1 次元有効応力解析 (c) 入力地震動」に示す余震（Ｓｄ－１）とし，解析ケー

スは表 1 に示す 3 通りとする。 

 

表 1 海水貯留堰接続部の強度評価に用いる検討ケース 

解析ケース 

① ② ③ 

基本ケース 
地盤物性のばらつ
き（＋1σ）を考
慮した解析ケース 

地盤物性のばらつ
き（－1σ）を考
慮した解析ケース 

地盤剛性の 

設定 

地盤剛性 
（平均値） 

地盤剛性 
（＋1σ） 

地盤剛性 
（－1σ） 

液状化強度特性 

の設定 

液状化パラメー
タを非適用 

液状化パラメータ
を非適用 

液状化パラメータ
を非適用 

地震波 Sd－1 1 1 1 

計 1 1 1 
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補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 5.2.1 1 次元有効応力解析結果」に

示した断面①及び断面②の地表面加速度を表 2 及び表 3に示す。 

 

表 2 1 次元有効応力解析結果（断面①）（再掲） 

解析ケース 

① ② ③ 

基本ケース 
地盤物性のばらつ
き（＋1σ）を考慮
した解析ケース 

地盤物性のばらつ
き（－1σ）を考慮
した解析ケース 

地表面加速度 

最大 

(m/s2) 

3.96 3.87 4.06 

 

 

表 3 1 次元有効応力解析結果（断面②）（再掲） 

解析ケース 

① ② ③ 

基本ケース 
地盤物性のばらつ
き（＋1σ）を考慮
した解析ケース 

地盤物性のばらつ
き（－1σ）を考慮
した解析ケース 

地表面加速度 

最大 

(m/s2) 

4.43 4.35 5.04 

 

 

表 2 及び表 3 より，断面②の解析ケース③（地盤物性のばらつき（－1σ）を考慮した解析ケ

ース）において，地表面加速度最大が発生する。 

強度評価に用いる水平震度ｋｈは，表 4 に示すように算出する。ここで，水平震度ｋｈは，断

面①及び断面②を比較して，水平震度が大きい断面②（ｋｈ＝0.52）を強度評価に用いることと

し，作用荷重も水平震度ｋｈ＝0.52 を基に算出する。 

 

表 4 水平震度の算出 

検討断面 

地表面 

最大加速度 

α(m/s2) 

重力加速度 

ｇ(m/s2) 

水平震度 

ｋｈ 

断面① 4.06 9.80665 0.42 

断面② 5.04 9.80665 0.52 

 

 

  



（参考）3－3 

3. 慣性力 

止水ゴム取付部鋼材の地震時慣性力は，「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（日本道路

協会，平成 14 年 3 月）」に基づいて算出する。材料の単位体積重量は，「コンクリート標準示

方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定）」に基づいて設定する。なお，地震時慣性

力は検討対象である止水ゴム取付部鋼材リブプレート間隔 300mm 間の鋼材重量に対して算出する。

ここでは，断面②の水平震度ｋｈ＝0.52 の時の荷重条件表を表 5及び表 6に示す。 

 

表 5 強度評価に用いる条件（慣性力，止水ゴム取付部鋼材(1)） 

記号 定義 数値 単位 備考 

γｓ 鋼の単位体積重量 77 kN/m3  

Ｂｓｋｉｎ1 幅（スキンプレート 1） 646 mm  

Ｄｓｋｉｎ1 長さ（スキンプレート 1） 300 mm  

ｔｓｋｉｎ1 板厚（スキンプレート 1） 9 mm  

ｎｓｋｉｎ1 個数（スキンプレート 1） 1 －  

Ｇｓｋｉｎ1 重量（スキンプレート 1） 0.134 kN  

Ｂｓｋｉｎ2 幅（スキンプレート 2） 391 mm  

Ｄｓｋｉｎ2 長さ（スキンプレート 2） 300 mm  

ｔｓｋｉｎ2 板厚（スキンプレート 2） 9 mm  

ｎｓｋｉｎ2 個数（スキンプレート 2） 1 －  

Ｇｓｋｉｎ2 重量（スキンプレート 2） 0.082 kN  

Ｂｒｉｂ1 幅（リブプレート 1） 476 mm  

Ｄｒｉｂ1 長さ（リブプレート 1） 125 mm  

ｔｒｉｂ1 板厚（リブプレート 1） 14 mm  

ｎｒｉｂ1 個数（リブプレート 1） 1 －  

Ｇｒｉｂ1 重量（リブプレート 1） 0.064 kN  

Ｂｒｉｂ2 幅（リブプレート 2） 486 mm  

Ｄｒｉｂ2 長さ（リブプレート 2） 125 mm  

ｔｒｉｂ2 板厚（リブプレート 2） 14 mm  

ｎｒｉｂ2 個数（リブプレート 2） 1 －  

Ｇｒｉｂ2 重量（リブプレート 2） 0.066 kN  

Ｂｒｉｂ3 幅（リブプレート 3） 323 mm  

Ｄｒｉｂ3 長さ（リブプレート 3） 50 mm  

ｔｒｉｂ3 板厚（リブプレート 3） 14 mm  

ｎｒｉｂ3 個数（リブプレート 3） 1 －  

Ｇｒｉｂ3 重量（リブプレート 3） 0.017 kN  
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表 6 強度評価に用いる条件（慣性力，止水ゴム取付部鋼材(2)） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｂｒｉｂ4 幅（リブプレート 4） 367 mm  

Ｄｒｉｂ4 長さ（リブプレート 4） 335 mm  

ｔｒｉｂ4 板厚（リブプレート 4） 14 mm  

ｎｒｉｂ4 個数（リブプレート 4） 1 －  

Ｇｒｉｂ4 重量（リブプレート 4） 0.132 kN  

Ｂｒｉｂ5 幅（リブプレート 5） 208 mm  

Ｄｒｉｂ5 長さ（リブプレート 5） 305 mm  

ｔｒｉｂ5 板厚（リブプレート 5） 14 mm  

ｎｒｉｂ5 個数（リブプレート 5） 1 －  

Ｇｒｉｂ5 重量（リブプレート 5） 0.068 kN  

Ｂｒｉｂ6 幅（リブプレート 6） 60 mm  

Ｄｒｉｂ6 長さ（リブプレート 6） 150 mm  

ｔｒｉｂ6 板厚（リブプレート 6） 14 mm  

ｎｒｉｂ6 個数（リブプレート 6） 1 －  

Ｇｒｉｂ6 重量（リブプレート 6） 0.010 kN  

Ｇ 総重量 0.573 kN 
＝ΣＧｓｋｉｎ＋ 

ΣＧｒｉｂ 

Ａｓｋｉｎ 面積（スキンプレート） 0.311 m2 
＝Σ(Ｂｓｋｉｎ･Ｄｓｋｉ

ｎ)／106 

Ｇ’ 
スキンプレート 

単位面積あたりの重量 
1.842 kN/m2 

＝Ｇ／Ａｓｋｉｎ 

ｋｈ 水平震度 0.52 －  

Ｋｓｄ 慣性力 1.0 kN/m2 ＝ｋｈ･Ｇ’ 

 

 

 

 

 

  



（参考）3－5 

4. 動水圧 

動水圧は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 版）」に基づい

て算出する。ここでは，断面②の水平震度ｋｈ＝0.52 を用いた荷重条件を表 7 及び表 8に示す。 

 

表 7 強度評価に用いる条件（動水圧 重畳時 1 断面②） 

記号 定義 数値 単位 備考 

ρ 海水の密度 1.03 g/cm3  

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2  

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 ＝ρ･ｇ 

Ｈ 海水貯留堰高さ 2.00 m  

η 
海水貯留堰外側の海水貯留堰天

端面からの津波高さ 
0.00 m 

 

ｈ１ 
海水貯留堰外側の底面における

水深 
2.00 m 

＝Ｈ＋η 

ｈ２ 
海水貯留堰外側の天端面におけ

る水深 
0.00 m 

 

ｈ３ 
海水貯留堰内側の底面における

水深 
2.00 m 

 

ｋｈ 水平震度 0.52 －  

Ｐｄ１ 
海水貯留堰外側の底面における 

動水圧 
9.2 kN/m2 ＝

7

8
･ｋｈ･γｗ･ｈ１ 

Ｐｄ３ 
海水貯留堰内側の底面における 

動水圧 
9.2 kN/m2 ＝

7

8
･ｋｈ･γｗ･ｈ３ 
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表 8 強度評価に用いる条件（動水圧 重畳時 2 断面②） 

記号 定義 数値 単位 備考 

ρ 海水の密度 1.03 g/cm3  

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2  

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 ＝ρ･ｇ 

Ｈ 海水貯留堰高さ 2.00 m  

η 
海水貯留堰外側の海水貯留堰天

端面からの津波高さ 
2.00 m 

 

ｈ１ 
海水貯留堰外側の底面における

水深 
4.00 m 

＝Ｈ＋η 

ｈ２ 
海水貯留堰外側の天端面におけ

る水深 
2.00 m 

 

ｈ３ 
海水貯留堰内側の底面における

水深 
2.00 m 

 

ｋｈ 水平震度 0.52 －  

Ｐｄ１ 
海水貯留堰外側の底面における 

動水圧 
18.4 kN/m2 ＝

7

8
･ｋｈ･γｗ･ｈ１ 

Ｐｄ３ 
海水貯留堰内側の底面における 

動水圧 
9.2 kN/m2 ＝

7

8
･ｋｈ･γｗ･ｈ３ 
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5. 遡上津波荷重 

遡上津波荷重は，保守的に津波による最大荷重（越流直前の波力）を適用することとし，津波

波力は，「東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上の要

件に係る暫定指針」の考え方に従って，津波高さの 3 倍の高さまでの静水圧荷重を考慮する。荷

重条件を表 9 及び表 10 に示す。 

 

表 9 強度評価に用いる条件（遡上津波荷重 一般部） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｈ 海水貯留堰高さ 2.00 m  

η 
海水貯留堰外側の海水貯留堰天端

面からの津波高さ 
4.00 m 

 

ｈ１ 
海水貯留堰外側の底面における水

深 
6.00 m 

＝Ｈ＋η 

ｈ２ 
海水貯留堰外側の天端面における

水深 
4.00 m 

 

ｈ３ 
海水貯留堰内側の底面における水

深 
2.00 m 

 

ρ 海水の密度 1.03 g/cm3  

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2  

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 ＝ρ･ｇ 

ｐ１ 
海水貯留堰外側の底面における 

波圧強度 
60.6 kN/m2 

＝γｗ･ｈ１ 

ｐ２ 
海水貯留堰外側の天端面における 

波圧強度 
40.4 kN/m2 

＝γｗ･ｈ２ 

ｐ３ 
海水貯留堰内側の底面における 

波圧強度 
20.2 kN/m2 

＝γｗ･ｈ３ 

ｐ 海水貯留堰に作用する波圧強度 40.4 kN/m2 
（遡上津波） 

＝ｐ１－ｐ３ 

ℓ 荷重分担幅 1.00 m  

Ｐｔ 遡上津波荷重 40.4 kN/m ＝ｐ×ℓ 
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表 10 強度評価に用いる条件（遡上津波荷重 端部） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｈ 海水貯留堰高さ 2.00 m  

η 
海水貯留堰外側の海水貯留堰天端

面からの津波高さ 
4.00 m 

 

ｈ１ 
海水貯留堰外側の底面における水

深 
6.00 m 

＝Ｈ＋η 

ｈ２ 
海水貯留堰外側の天端面における

水深 
4.00 m 

 

ｈ３ 
海水貯留堰内側の底面における水

深 
2.00 m 

 

ρ 海水の密度 1.03 g/cm3  

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2  

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 ＝ρ･ｇ 

ｐ１ 
海水貯留堰外側の底面における 

波圧強度 
60.6 kN/m2 

＝γｗ･ｈ１ 

ｐ２ 
海水貯留堰外側の天端面における 

波圧強度 
40.4 kN/m2 

＝γｗ･ｈ２ 

ｐ３ 
海水貯留堰内側の底面における 

波圧強度 
20.2 kN/m2 

＝γｗ･ｈ３ 

ｐ 海水貯留堰に作用する波圧強度 40.4 kN/m2 
（遡上津波） 

＝ｐ１－ｐ３ 

ℓ 荷重分担幅 1.662 m 

(鋼管矢板杭径 1.100m

＋継手長 0.2478m/2＋

端部長 0.810m）/(鋼

管矢板杭径 1.100m＋

継手長 0.2478m/2) 

Ｐｔ 遡上津波荷重 67.1 kN/m ＝ｐ×ℓ 
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6. 津波荷重（静水圧） 

津波荷重（静水圧）は，津波により浸水している状態での浸水深さに応じた静水圧を算定し，

保守的なものを適用することとし，「防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平

成 27 年 12 月一部改訂）」に基づき，静水圧差式を参考に算出する。荷重条件表を表 11 及び表

12に示す。なお，設計に用いる津波高さは，津波シミュレーション結果よりT.M.S.L.－1.5 mと

する。 

 

表 11 強度評価に用いる条件（津波荷重（静水圧）一般部） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｈ 海水貯留堰高さ 2.00 m  

η 
海水貯留堰外側の海水貯留堰天端

面からの津波高さ 
2.00 m 

 

ｈ１ 
海水貯留堰外側の底面における水

深 
4.00 m 

＝Ｈ＋η 

ｈ２ 
海水貯留堰外側の天端面における

水深 
2.00 m 

 

ｈ３ 
海水貯留堰内側の底面における水

深 
2.00 m 

 

ρ 海水の密度 1.03 g/cm3  

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2  

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 ＝ρ･ｇ 

ｐ１ 
海水貯留堰外側の底面における 

波圧強度 
40.4 kN/m2 

＝γｗ･ｈ１ 

ｐ２ 
海水貯留堰外側の天端面における 

波圧強度 
20.2 kN/m2 

＝γｗ･ｈ２ 

ｐ３ 
海水貯留堰内側の底面における 

波圧強度 
20.2 kN/m2 

＝γｗ･ｈ３ 

ｐ 海水貯留堰に作用する波圧強度 20.2 kN/m2 
（静水圧） 

＝ｐ１－ｐ３ 

ℓ 荷重分担幅 1.00 m  

Ｐhy 津波荷重（静水圧） 20.2 kN/m ＝ｐ×ℓ 
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表 12 強度評価に用いる条件（津波荷重（静水圧）端部） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｈ 海水貯留堰高さ 2.00 m  

η 
海水貯留堰外側の海水貯留堰天端

面からの津波高さ 
2.00 m 

 

ｈ１ 
海水貯留堰外側の底面における水

深 
4.00 m 

＝Ｈ＋η 

ｈ２ 
海水貯留堰外側の天端面における

水深 
2.00 m 

 

ｈ３ 
海水貯留堰内側の底面における水

深 
2.00 m 

 

ρ 海水の密度 1.03 g/cm3  

ｇ 重力加速度 9.80665 m/s2  

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 ＝ρ･ｇ 

ｐ１ 
海水貯留堰外側の底面における波

圧強度 
40.4 kN/m2 

＝γｗ･ｈ１ 

ｐ２ 
海水貯留堰外側の天端面における

波圧強度 
20.2 kN/m2 

＝γｗ･ｈ２ 

ｐ３ 
海水貯留堰内側の底面における波

圧強度 
20.2 kN/m2 

＝γｗ･ｈ３ 

ｐ 海水貯留堰に作用する波圧強度 20.2 kN/m2 
（静水圧） 

＝ｐ１－ｐ３ 

ℓ 荷重分担幅 1.662 m 

(鋼管矢板杭径 1.100m

＋継手長 0.2478m/2＋

端部長 0.810m）/(鋼

管矢板杭径 1.100m＋

継手長 0.2478m/2) 

Ｐhy 津波荷重（静水圧） 33.6 kN/m ＝ｐ×ℓ 
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7. 止水ゴム作用力 

止水ゴムに作用する荷重に対して，止水ゴムの荷重作用幅を考慮した値を，止水ゴム両側の止

水ゴム取付部鋼材スキンプレート先端が負担するものとして考慮する。ここでは，断面②に用い

た荷重条件を表 13 から表 15 に示す。 

 

表 13 強度評価に用いる条件（止水ゴム作用力 津波時） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｂ1 止水ゴム幅 0.240 m  

Ｂ2 止水ゴム変形量 0.038 m 

2 次元有効応力解析及

び 2 次元静的フレーム

解析から算定した津波

時変形量 

Ｂ 止水ゴム荷重作用幅 0.278 m ＝Ｂ1＋Ｂ2 

ｐ 海水貯留堰に作用する波圧強度 40.4 kN/m2 表 9 より 

Ｆg 止水ゴム作用力 5.6 kN/m ＝Ｂ/2･ｐ 

 

 

表 14 強度評価に用いる条件（止水ゴム作用力 重畳時 1） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｂ1 止水ゴム幅 0.240 m  

Ｂ2 止水ゴム変形量 0.034 m 

2 次元有効応力解析及

び 2 次元静的フレーム

解析から算定した重畳

時 1 変形量 

Ｂ 止水ゴム荷重作用幅 0.274 m ＝Ｂ1＋Ｂ2 

ｐ 海水貯留堰に作用する波圧強度 40.4 kN/m2 表 9 より 

Ｐｄ１ 
海水貯留堰外側の底面における動

水圧 
9.2 kN/m2 

表 7 より 

Ｐｄ３ 
海水貯留堰内側の底面における動

水圧 
9.2 kN/m2 

表 7 より 

Ｆg 止水ゴム作用力 8.1 kN/m ＝Ｂ/2･(ｐ+Ｐd1+Ｐd3） 
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表 15 強度評価に用いる条件（止水ゴム作用力 重畳時 2） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｂ1 止水ゴム幅 0.240 m  

Ｂ2 止水ゴム変形量 0.058 m 

2 次元有効応力解析及

び 2 次元静的フレーム

解析から算定した重畳

時 2 変形量 

Ｂ 止水ゴム荷重作用幅 0.298 m ＝Ｂ1＋Ｂ2 

ｐ 海水貯留堰に作用する波圧強度 20.2 kN/m2 表 11 より 

Ｐｄ１ 
海水貯留堰外側の底面における動

水圧 
18.4 kN/m2 

表 8 より 

Ｐｄ３ 
海水貯留堰内側の底面における動

水圧 
9.2 kN/m2 

表 8 より 

Ｆg 止水ゴム作用力 7.1 kN/m ＝Ｂ/2･(ｐ+Ｐd1+Ｐd3） 
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8. 衝突荷重 

衝突荷重は，KK7 補足－019－2「津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 4.7 漂

流物衝突を考慮した津波防護施設の設計について」に示す漂流物衝突荷重一覧のうち，最も大き

い荷重となる軽自動車の FEMA（2012）で示された算定式による衝突荷重を考慮する。荷重条件

表を表 16 及び表 17 に示す。 

 

表 16 強度評価に用いる条件（衝突荷重 鋼管矢板一般部） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｐ 衝突荷重 499 kN  

ℓ 荷重分担幅 1.348 m 

（鋼管矢板杭径

1.100m＋継手長

0.2478m） 

Ｐｃ 衝突荷重 370.2 kN/m ＝Ｐ/ℓ 

 

 

 

表 17 強度評価に用いる条件（衝突荷重 鋼管矢板端部） 

記号 定義 数値 単位 備考 

Ｐ 衝突荷重 499 kN  

ℓ 荷重分担幅 1.224 m 

（鋼管矢板杭径

1.100m＋継手長

0.2478m/2） 

Ｐｃ 衝突荷重 407.7 kN/m ＝Ｐ/ℓ 
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（参考資料 4）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材（スキンプレート及びリブプレート）に作用する分布荷重の算出方法を示

す。 

海水貯留堰の平面図を図 1 に，海水貯留堰接続部（南側）の鳥瞰図を図 2に，止水ゴム取付部

鋼材及び止水ゴムの詳細構造図を図 3 に示す。 

 

 

図 1 海水貯留堰の平面図 

 

 

図 2 海水貯留堰接続部（南側）の鳥瞰図 

 

海水貯留堰

（単位：mm）

南側接続部 北側接続部

止水ゴム

根固めコンクリート

取水護岸(前面鋼矢板)

海水貯留堰(鋼管矢板)

スキンプレートリブプレート

接合部
（止水ゴム取付部鋼材と鋼管矢板）

接合部
（止水ゴム取付部鋼材と前面鋼矢板）
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（a）平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

（b）Ａ－Ａ断面図 

 

図 3 止水ゴム取付部鋼材の詳細構造図（南側） 

  

鋼管矢板 前面鋼矢板 

リブプレート 

スキンプレート 

止水ゴム 

根固めコンクリート 

スキンプレート 

リブプレート 

鋼管矢板 

前面鋼矢板 

海底地盤高 

T.M.S.L.－5.5m 

 

T.M.S.L.－3.5m 
止水ゴム 

645 367 

止水ゴム幅 

Ｂ1＝240 

@
3
0
0 

5
0
0 
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（海水貯留堰外側） （海水貯留堰内側） 

2. 止水ゴム取付部鋼材に作用する荷重 

  スキンプレート及びリブプレートに作用する荷重図を図 4 に示す。作用する分布荷重は，慣性

力，動水圧，止水ゴム作用力を考慮する。 

  動水圧は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 版）」に基づ

き，1 次元有効応力解析から得られる最大加速度を用いて算出する。動水圧の算出にあたって

は，水深が最も深い箇所が最も大きくなることから，海水貯留堰底面位置にて算出された動水圧

に基づき，荷重を算定する。 

  慣性力は，1 次元有効応力解析から得られる最大加速度を用いて算出する。海水貯留堰接続部

の強度評価に用いる水平震度は，(参考資料 3)に示すとおり，断面②における水平震度ｋｈ＝

0.52（③地盤物性のばらつき（-1σ）を考慮した解析ケース）を用いている。 

  止水ゴム作用力は，2 次元有効応力解析結果と 2 次元静的フレーム解析結果に基づき，止水ゴ

ムの作用幅に応じた荷重を用いて算出する。 

 

 

 

 

 

図 4 荷重作用図（重畳時 1） 
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（海水貯留堰外側） （海水貯留堰内側） 

3. スキンプレートに作用する分布荷重の算出例 

  スキンプレートに作用する荷重図を図 5に，スキンプレートの照査モデルを図 6に示す。作用

する分布荷重は，津波荷重，慣性力，動水圧を考慮する。スキンプレートは，荷重値一覧を表 1

に示す。 

 

図 5 荷重作用図（重畳時１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
 

図 6 スキンプレートの照査モデル（南側） 

  

根固めコンクリート 

スキンプレート 

リブプレート 

鋼管矢板 
前面鋼矢板 

海底地盤高 

T.M.S.L.－5.5m 

 

T.M.S.L.－3.5m 

止水ゴム 

荷重作用位置 

モデル化 
分布荷重 

645 367 

止水ゴム幅 

Ｂ1＝240 

@
3
0
0 

5
0
0 
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表 1 荷重値一覧 

検討断面 

津波荷重 

ｐ 

（kN/m2） 

動水圧 

Ｐｄ 

（kN/m2） 

慣性力 

Ｋｓｄ 

（kN/m2） 

スキンプレー

ト奥行きｌ 

（m） 

分布荷重 

ｑ 

（kN/m） 

分布荷重 

載荷幅 L＊ 

（m） 

断面①（北側） 40.4 18.4 0.93 1.0 59.7 0.3 

断面②（南側） 40.4 18.4 0.96 1.0 59.7 0.3 

注記＊：分布荷重載荷幅＝リブプレート間隔（m） 

 

スキンプレートに作用する各荷重の算出を以下に示す。 

 【断面①】 

分布荷重ｑ＝（ｐ＋Ｐｄ＋Ｋｓｄ）×ｌ＝（40.4＋18.382＋0.932）×1.0＝59.714（kN/m） 

     ｐ＝ｐ１－ｐ３＝10.1×3×2.0－10.1×2.0＝40.4（kN/m2） 

   ｐ：海水貯留堰に作用する波圧強度（kN/m2） 

   ｐ１：海水貯留堰外側の底面における波圧強度（kN/m2） 

   ｐ３：海水貯留堰内側の底面における波圧強度（kN/m2） 

  動水圧Ｐｄ＝Ｐｄ１＋Ｐｄ３＝18.382（kN/m2） 

  Ｐｄ１＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ１＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

  Ｐｄ３＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ３＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

   Ｐｄ１：海水貯留堰外側の底面における動水圧（kN/m2） 

   Ｐｄ３：海水貯留堰内側の底面における動水圧（kN/m2） 

   ｋｈ：水平震度（0.52） 

   γｗ：海水の単位体積重量（kN/m3） 

  慣性力Ｋｓｄ＝ｋｈ･Ｇ’＝0.52×1.793＝0.932（kN/m2） 

   Ｇ’：自重（止水ゴム取付部鋼材の単位面積当たり） 

   ｋｈ：水平震度（0.52） 

 【断面②】 

分布荷重ｑ＝（ｐ＋Ｐｄ＋Ｋｓｄ）×ｌ＝（40.4＋18.382＋0.958）×1.0＝59.740（kN/m） 

     ｐ＝ｐ１－ｐ３＝10.1×3×2.0－10.1×2.0＝40.4（kN/m2） 

   ｐ：海水貯留堰に作用する波圧強度（kN/m2） 

   ｐ１：海水貯留堰外側の底面における波圧強度（kN/m2） 

   ｐ３：海水貯留堰内側の底面における波圧強度（kN/m2） 

  動水圧Ｐｄ＝Ｐｄ１＋Ｐｄ３＝18.382（kN/m2） 

  Ｐｄ１＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ１＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

  Ｐｄ３＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ３＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

   Ｐｄ１：海水貯留堰外側の底面における動水圧（kN/m2） 

   Ｐｄ３：海水貯留堰内側の底面における動水圧（kN/m2） 

   ｋｈ：水平震度（0.52） 

   γｗ：海水の単位体積重量（kN/m3） 
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  慣性力Ｋｓｄ＝ｋｈ･Ｇ’＝0.52×1.842＝0.958（kN/m2） 

   Ｇ’：自重（止水ゴム取付部鋼材の単位面積当たり） 

   ｋｈ：水平震度（0.52）  
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（海水貯留堰外側） （海水貯留堰内側） 

4. リブプレートに作用する分布荷重の算出例 

  リブプレートに作用する荷重図を図 7 に，止水ゴム取付部鋼材の詳細構造図を図 8，照査モデ

ル図を図 9に示す。作用する分布荷重は，慣性力，動水圧，止水ゴム作用力を考慮する。荷重値

一覧を表 2及び表 3に示す。 

 

 

図 7 荷重作用図（重畳時１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 8 止水ゴム取付部鋼材の詳細構造図（南側） 
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図 9 照査モデル図（リブプレートと鋼管矢板又は鋼矢板）（南側） 

 

表 2 荷重値一覧（分布荷重） 

検討断面 

津波荷重 

ｐ 

（kN/m2） 

動水圧 

Ｐｄ 

（kN/m2） 

慣性力 

Ｋｓｄ 

（kN/m2） 

リブプレ

ート間隔 

ｌ 

（m） 

分布荷重 

ｑ 

（kN/m） 

分布荷重 

載荷幅 

L＊ 
（m） 

断面① 

（北側） 

① 

40.4 18.4 0.93 0.3 17.9 

0.440 

② 0.120 

③ 0.120 

④ 0.690 

⑤ 0.300 

断面② 

（南側） 

① 

40.4 18.4 0.96 0.3 17.9 

0.395 

② 0.120 

③ 0.120 

④ 0.645 

⑤ 0.367 

注記＊：分布荷重載荷幅＝検討箇所でのリブプレート張り出し長（m） 

  

モデル化 

分布荷重 分布荷重 

集中荷重 集中荷重 

鋼管矢板 

鋼矢板 

止水ゴム 

スキンプレート 

リブプレート 

リブプレート 

（単位：mm） 645 367 

鋼管矢板側 鋼矢板側 

④ 

⑤ 

L4=645 L4 

L1=395 

L2=120 L3=120 

L5=367 
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リブプレートに作用する分布荷重の算出を以下に示す。 

 【断面①】 

分布荷重ｑ＝（ｐ＋Ｐｄ＋Ｋｓｄ）×ｌ＝（40.4＋18.382＋0.932）×0.3＝17.914（kN/m） 

     ｐ＝ｐ１－ｐ３＝10.1×3×2.0－10.1×2.0＝40.4（kN/m2） 

   ｐ：海水貯留堰に作用する波圧強度（kN/m2） 

   ｐ１：海水貯留堰外側の底面における波圧強度（kN/m2） 

   ｐ３：海水貯留堰内側の底面における波圧強度（kN/m2） 

  動水圧Ｐｄ＝Ｐｄ１＋Ｐｄ３＝18.382（kN/m2） 

  Ｐｄ１＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ１＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

  Ｐｄ３＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ３＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

   Ｐｄ１：海水貯留堰外側の底面における動水圧（kN/m2） 

   Ｐｄ３：海水貯留堰内側の底面における動水圧（kN/m2） 

   ｋｈ：水平震度（0.52） 

   γｗ：海水の単位体積重量（kN/m3） 

  慣性力Ｋｓｄ＝ｋｈ･Ｇ’＝0.52×1.793＝0.932（kN/m2） 

   Ｇ’：自重（止水ゴム取付部鋼材の単位面積当たり） 

   ｋｈ：水平震度（0.52） 

 【断面②】 

分布荷重ｑ＝（ｐ＋Ｐｄ＋Ｋｓｄ）×ｌ＝（40.4＋18.382＋0.958）×0.3＝17.922（kN/m） 

     ｐ＝ｐ１－ｐ３＝10.1×3×2.0－10.1×2.0＝40.4（kN/m2） 

   ｐ：海水貯留堰に作用する波圧強度（kN/m2） 

   ｐ１：海水貯留堰外側の底面における波圧強度（kN/m2） 

   ｐ３：海水貯留堰内側の底面における波圧強度（kN/m2） 

  動水圧Ｐｄ＝Ｐｄ１＋Ｐｄ３＝18.382（kN/m2） 

  Ｐｄ１＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ１＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

  Ｐｄ３＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ３＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

   Ｐｄ１：海水貯留堰外側の底面における動水圧（kN/m2） 

   Ｐｄ３：海水貯留堰内側の底面における動水圧（kN/m2） 

   ｋｈ：水平震度（0.52） 

   γｗ：海水の単位体積重量（kN/m3） 

  慣性力Ｋｓｄ＝ｋｈ･Ｇ’＝0.52×1.842＝0.958（kN/m2） 

   Ｇ’：自重（止水ゴム取付部鋼材の単位面積当たり） 

   ｋｈ：水平震度（0.52）  
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表 3 荷重値一覧（集中荷重） 

検討断面 
止水ゴム作用力 

Ｆg（kN/m2） 

リブプレート間隔 

ｌ（m） 

集中荷重 

Ｐ（kN/m） 

分布荷重載荷幅 

L＊（m） 

断面① 

（北側） 

① 

8.1 0.3 2.4 

0.440 

② 0.120 

③ 0.120 

④ 0.690 

⑤ 0.300 

断面② 

（南側） 

① 

8.1 0.3 2.4 

0.395 

② 0.120 

③ 0.120 

④ 0.645 

⑤ 0.367 

注記＊：分布荷重載荷幅＝検討箇所でのリブプレート張り出し長（m） 

 

スキンプレートに作用する集中荷重の算出を以下に示す。 

 【断面①及び断面②】 

  集中荷重Ｐ＝Ｆg×ｌ＝8.053×0.3＝2.416（kN/m） 

  止水ゴム作用力Ｆg＝Ｂ/2･(ｐ+Ｐｄ１+Ｐｄ３） 

＝0.274/2･(40.4+18.382）＝8.053（kN/m） 

   Ｂ：止水ゴム荷重作用幅（＝Ｂ1＋Ｂ2）（m） 

   Ｂ1：止水ゴム幅（0.24m） 

   Ｂ2：止水ゴム変形量（0.034m） 

     ｐ＝ｐ１－ｐ３＝10.1×3×2.0－10.1×2.0＝40.4（kN/m2） 

   ｐ：海水貯留堰に作用する波圧強度（kN/m2） 

   ｐ１：海水貯留堰外側の底面における波圧強度（kN/m2） 

   ｐ３：海水貯留堰内側の底面における波圧強度（kN/m2） 

  Ｐｄ１＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ１＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

  Ｐｄ３＝7/8･ｋｈ･γｗ･ｈ３＝7/8×0.52×10.1×2.0＝9.191 

   Ｐｄ１：海水貯留堰外側の底面における動水圧（kN/m2） 

   Ｐｄ３：海水貯留堰内側の底面における動水圧（kN/m2） 

   ｋｈ：水平震度（0.52） 

   γｗ：海水の単位体積重量（kN/m3） 
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（参考資料 5）荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法について 

 

1. 検討概要 

補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 2.3 評価方針」に示すように，止水

ゴムの変形性を評価する場合，基準地震動に対して 2 次元有効応力解析から得られる最大最終変

位と荷重の組合せに対して 2 次元静的フレーム解析から得られる最大変位の合計が許容限界以下

となることを確認する。基準地震動に対して 2 次元有効応力解析から得られる最大最終変位につ

いてはⅤ-3-別添 3-1-2「海水貯留堰の強度計算書」に示す。ここでは，荷重の組合せに対する

最大変位の算出方法を示す。 

 

2. 検討条件 

海水貯留堰接続部における止水ゴムの変位量は，海水貯留堰と前面鋼矢板間の水平（δx）お

よび鉛直方向（δy）と，海水貯留堰下端と海水貯留堰天端間の水平方向（δz）の相対変位とし

て算出する。変位方向の定義を図 1に示す。 

本検討は，補足「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 3.5 評価方法」に示した

2次元静的フレーム解析により実施し，荷重の組合せ（津波時，重畳時（重畳時1，重畳時2））

より，水平方向の作用外力が大きい重畳時 2 における止水ゴム変形量（（δx）及び（δz））を

示す。重畳時 2の荷重概念図を図 2に示す。 

 

 

 

 

δx：X方向の水平変位（cm） 

    δy：Y方向の鉛直変位（cm） 

   δz：Z方向の水平変位（cm） 

 

 

図 1 変位方向の定義（X－Z 平面） 

 

図 2 荷重図（重畳時 2）  
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（δx）の方向は，鋼管矢板が軸方向に沿って拘束されているため断面剛性は大きく，作用荷

重（津波荷重および衝突荷重）に対して，強軸断面方向である。一方，（δz）の方向は，鋼管

矢板の断面剛性は小さく，作用荷重（津波荷重及び衝突荷重）に対して，弱軸断面方向である。

（δx）及び（δz）の作用荷重の考え方を図 3にまとめる。 

 

（δx） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（δz） 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図 3 各方向の作用荷重図 
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検討に用いた諸元を表 1，各方向の作用荷重を表 2 に示す。 

ここで，（δz）の弱軸断面の方向は，荷重分担幅の大きい鋼管矢板（端部）に対する荷重値

を示す。 

 

表 1 構造諸元 

作用荷重方向 
δx 

強軸方向 

δz 

弱軸方向 

鋼管矢板径 (mm) 1100 1100 

鋼管矢板厚 (mm) 14 14 

断面二次モーメント (m4/m) 1.16×10-1 4.84×10-3 

 

表 2 荷重値一覧 

作用荷重 強軸方向 弱軸方向 

荷重分担長（m） 1.000 1.662 

津波荷重（静水圧）(kN/m) 40.4 40.4 

動水圧(kN/m) 43.5 43.5 

水平方向慣性力

(kN/m) 

鋼管矢板 371.5 15.5 

蓋コンクリート 86.5 3.6 

衝突荷重(kN/m) 370.2 407.7 

 

 

3. 検討結果 

荷重の組合せのうち作用外力が大きい重畳時 2 に対して，2 次元静的フレーム解析から得られ

る止水ゴムの最大変位量を表 3に示す。 

表 3 変位量結果 

作用荷重方向 
相対変位量 

(cm) 

δx 

強軸方向 
0.2 

δz 

弱軸方向 
4.7 

 


